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第 1 章 プロジェクトの概要 

1.1 ボツワナ国 

ボツワナ国（以下、「ボ」国）の人口は、南部アフリカ開発共同体（以下、「SADC」）諸国の中でも約

200 万と、セーシェル共和国、スワジランド王国、モーリシャス共和国、レソト王国に次いで少なく、約

58 万キロ平米の国土に散らばっている。「ボ」国の人口は約 51 ％が女性であり、15-39 歳の若年層が

32.7 ％を占める。65 歳以上の人口は 5.1 ％である。また、約 62 ％の人口は都市部に居住している。民

族の構成はツワナ族が 79 ％と大多数を占め、カランガ族が 11 ％と大多数を占め、その他は外国人も合

わせて合計 10 ％を構成するに過ぎない。「ボ」国の母国語はセツワナ語であるが、英語が公用語として

使用されている。統計ではボツワナの識字率は 85 ％となっている。近年改善の傾向は見られるものの平

均寿命は 2006 年の統計で 54.4 歳と HIV/AIDS の影響で低い。 
このような人口動態からすると、不特定多数の人間に一度に情報を提供できるテレビ放送は多様な言

語、文化、地理的特徴に所属する視聴者へ HIV 等の社会的課題を反映した番組を提供する重要な伝達手

段となっている。また、「ボ」国は 1966 年の独立以来国家の近代化を進めており、独立初期、非識字率

が 75 ％と高い時代には、ラジオ、テレビ、伝統的なコタ集会は国家開発目標に対して住民を啓発、動員

するための重要な手段であった。今日でも、地方部では少数の集団へしか情報伝達ができないコタ集会

に比べテレビ放送は、映像により一度に国民へ情報の提供、情緒に訴えることができるメディアとして

重要な役割を担っている。 
「ボ」国の地上波テレビ放送は、大統領府放送局（Department of Broadcasting Service、以下 DBS）が運

営する国営放送であるボツワナテレビ（BTV）と民放であるイーボツワナ（以下、eBotswawa）が存在す

る。BTV は全国で 48 局のアナログ送信所を運営し、人口比で約 85 ％のサービスカバレージを有する。

一方、eBotswana は首都であるハボロネ近郊でのみ放送サービスを行っている。「ボ」国のテレビの普及

率は約 60 ％であり、視聴者調査によると BTV は最も人気のある放送局ではあるが、地上波を視聴して

いる割合は 10 ％強であり、約 75 ％の視聴者がフィリバオ（以下、Philibao）と呼ばれる衛星受信機によ

りテレビ放送を視聴している。その他、テレビ放送としては有料衛星放送サービスが存在するが、提供

される番組はほとんどが外国コンテンツである。 
「ボ」国の放送分野の規制は 2012 年に施行された通信規制庁法により設立されたボツワナ通信規制庁

（Botswana Communications Regulatory Authority、以下、BOCRA）が実施している。通信と放送の融合を

受け新しく設立された機関であり、放送に関しては放送ライセンスの付与、機材の型式認証、周波数の

割当等を実施している。ただし、BOCRA が規制する放送局は公共、民放、コミュニティに限られ国営放

送である BTV は BOCRA の規制外になっている。 
 

1.2 プロジェクト名 

プロジェクト名は 2014 年 5 月に署名された R/D により「Implementation of the Digital Migration Project」
（和名、ボツワナ国地上デジタル放送日本方式実施プロジェクト）とされた。またプロジェクトの名称

として 2014 年 9 月に実施された第 1 回 JCC にて「DiMT Project」を使うことで合意した。 
 

1.3 プロジェクト期間 

プロジェクト期間は R/D により 2 年間とされた。 

 



 

1-2 

1.4 背景 

「ボ」国のテレビ放送のデジタル化は第 10 次国家開発計画（2010～2016 年）に記載されており、国家

の重点分野の一つとなっている。「ボ」国は国際電気通信連合（International Telecommunication Union、以

下、ITU）の地域会合で合意された 2015 年 6 月までにデジタル方式へ移行することを目標としている。

それと共に、ローカルコンテンツの増加、デジタル化に伴う新規メディアサービスの開始、放送エリア

を人口比で 96 ％、国土比で 65 ％を目標とし拡大に取り組んでいる。 
「ボ」国は、2012 年に携帯端末向け放送で優位性があることやデータ放送などが実用化されているこ

とを評価し地上波デジタル放送の方式に日本方式（ISDB-T）を採用することを決定した。しかし、デジ

タル放送導入に当たってはチャンネルプランの作成、データ放送やハイビジョン画質による番組制作、

スタジオ機材や放送網の調達、その運用のための技術・制度など様々な場面において知見、資機材が必

要とされる。 
このような状況下、DBS と国際協力機構（Japan International Cooperation Agency、以下、JICA）は DBS
とデジタル放送導入に必要となる支援に係る技術協力プロジェクト「ボツワナ国地上デジタル放送日本

方式実施プロジェクト」の実施を 2014 年に合意し、2014 年 8 月から 2 年に渡って同プロジェクトを実施

した。 
本報告書は、プロジェクト期間中に実施された全ての活動と成果を記載した事業完了報告書（英文）

の和文要約である。 

 

1.5 上位目標とプロジェクト目標 

1.5.1 プロジェクトの概要 

プロジェクトはプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix、以下、PDM）に従っ

て実施された。 
プロジェクト開始に先だって約 1 ヶ月間実施機関の主要なメンバーとワークプランに関する協議を実

施した。ドラフトとして PDM Version 0 をベースに協議を行い、第 1 回 JCC で承認された PDM Version 1
に従ってプロジェクトが実施された。 

PDM はプロジェクト中に 4 回改訂され、最後版は第 4 回 JCC で承認された PDM Version 4 である。表

1.5-1 に上位目標、プロジェクト目標、成果に関する変更点を示す。 

表 1.5-1 PDMの主要な変更点 

項目 Version 1 

（2014 年 9 月） 

Version 2 

（2015 年 3 月） 

Version 3 

（2015 年 9 月） 

Version 4 

（2016年 3 月） 

上位目標 
ISDB-T の特長を生かし

た地上デジタル放送が

効果的に利用できる。 
変更なし 変更なし。 変更なし 

プロジェク

ト目標 

DBSが自立して ISDB-T
の特長を生かした地上

デジタル放送を実施す

る環境が整う。 

変更なし 
ISDB-T の特長を生かした

地上デジタル放送を実施

する環境が整う。 
変更なし 

成果 1 
デジタル放送に必要な

各種計画が策定され
変更なし 

デジタル放送化に必要な

各種計画及びシステムが
変更なし 
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項目 Version 1 

（2014 年 9 月） 

Version 2 

（2015 年 3 月） 

Version 3 

（2015 年 9 月） 

Version 4 

（2016年 3 月） 

る。 策定される。 

成果 2 

DBS の HD（High 
Definition）及びデータ

放送を含む番組制作能

力が向上する。 

変更なし 変更なし 変更なし 

 

また、下表に活動の追加項目を示す。 
表 1.5-2 PDMの主要な追加項目 

項目 Version 1 

（2014 年 9 月） 

Version 2 

（2015 年 3 月） 

Version 3 

（2015 年 9 月） 

Version 4 

（2016年3月） 

活動 
1-4 受信機規格を見直

す。 

1-7 地デジ移行

に関る国民周知

計画に基づき広

報活動を実施す

る。 

1-8 受信機仕様に適合す

る受信機が普及するよう

にテストセンターを設立

する。 

変更なし 
1-9 コールセンターの運

用を通して視聴者の支援

を実施する。 

2-7 HD スタジオシステム

に関する調達計画を作成

する。 

 

1.5.2 プロジェクト目標と成果 

プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、成果については図 1.5-1 に示す通りである。 

 

図 1.5-1 プロジェクトの概要 
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1.5.3 活動 

活動を計画する際に「ボ」国の地デジ化に関する課題分析を実施した。表 1.5-3 に課題分析結果を示す。

概ね基礎的な技術力は備わっていると判断できるが、地デジ移行において様々な事柄を連動させて進め

なければいけない中で、計画作成能力が劣ると捉えられる。あらかじめ計画を立て、関係機関と調整し、

計画に沿って一つずつ実現していくことが望まれるため、本プロジェクトでは特に地デジ移行に関する

計画等の必要な文書作成が支援の中心となった。 

表 1.5-3 地デジ化に関する課題分析の結果 

地上波デジタルの課題 本プロジェクトでの対応 関連する 
成果 

ISDB-T に関する知識、技能を身に
着けた職員が少ない。 

BOCRA では、概略的な置局計画に基づくアナログ放
送停波（以下、ASO（Analogue Switch Off））計画や、
技術規格の指針を作成する能力は備わっていると考
えられる。ASO 計画/技術規格の専門家による活動を
通して、電波監理をする上で必要な ISDB-T の知識・
技能を身に着ける。また本邦研修で ISDB-T に係る研
修を実施する。 

成果 1 

ASO 工程が定まっていない。 

国境沿いではきめ細かい置局計画を作成する必要が
あると思われるが、大まかな置局計画しか作成されて
いない。綿密な放送網の構築と連動した実効性のある
ASO 工程を策定する。 

成果 1 

技術規格が定まっていない。受信機
仕様に関して国内機関に意見聴取
を行っているものの制定には至っ
ていない。数多くある技術規格の中
から適切に選択する必要がある。 

将来のHTML5を念頭にするなどアイディアレベルの
ものは口頭ベースで示されているが、文書化して詳細
に確認するプロセスを踏まえていない。本プロジェク
トの作業部会で現状の規格をしっかりレビューし、適
切な技術仕様に作り上げることを支援する。 

成果 1 

周波数計画が定まっていない。 

将来、地上波放送局数を増やすのかどうかなどの政策
指針が出されていない。地デジに割り当てられる周波
数、アナログ停波に伴う空き周波数の使用目的を、将
来像を踏まえながら ASO 工程を作成する過程で助言
する。 

成果 1 

地上波デジタル放送局免許基準に
係る規定が定まっていない。 

放送機材の安定稼働レベルが曖昧である。どのレベル
を安定稼働の要求事項とするかなどを念頭に「ボ」国
の地デジ放送に合った免許基準を策定する。 

成果 1 

DBS は番組制作体制も整ってお
り、必要な人員も配置されている。
ニュース/時事、スポーツに部門が
分かれており制作職員数は 40 名弱
在籍する。しかし、ISDB-T に関す
る知識、技能を身に着けた職員が少
ない。 

HD 番組制作やデータ放送専門家等による研修を通
し、実際の放送番組の作成、放送設備の運用に必要な
知識、技能の向上を図る。また本邦研修で ISDB-T に
係る研修を実施する。 

成果 2 

職員間の知識、技能の共有機会が少
なく、訓練や研修の効果が一部の職
員に偏っている。 

本プロジェクトで実施する研修は、できるだけ現場で
中心となり番組制作、機材整備などを担当している職
員を対象とし、その職員が作業をする中で知識、技能
がその他の職員まで広がるよう配慮する。 
また、研修計画を作成し、本プロジェクトが終了後も
DBS 内部で知識、技能が伝達される体制を構築する。 

成果 2 

機材の調達は計画・実施している
が、それぞれの計画が連動していな
い。放送網構築と ASO 計画、HD
番組制作とスタジオ整備等は密接

それぞれの担当が個別に調達を実施しており、連動し
ていないことが考えられる。本プロジェクトの専門家
が地デジ化に必要な一連の作業を機会あるごとに伝
えていくこと、また情報連絡会を、関係機関をまたが

成果 1 
成果 2 
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地上波デジタルの課題 本プロジェクトでの対応 関連する 
成果 

に関係するが、連携が取れていな
い。 

り定期的に開催することで、各計画が適切な時期に実
施され円滑な地デジ化が行われるように配慮する。 

番組チャンネルを 2 つに増やす計
画があるが番組制作職員の数が足
りない。 

HD 番組制作に関する訓練を実施し、番組制作職員の
能力向上に努めると共に、職員間での技術移転が恒常
的に行われるように、プロジェクトで作成する研修計
画を効果的に使用できるよう助言する。 

成果 2 

新しいサービスであるデータ放送
を実施する部門がない。 

本プロジェクトでデータ放送を取り扱う部門を DBS
内に設立すると共に関係する職員に対して自立して
データ放送番組制作が実施できるよう研修を行う。 

成果 2 

周知広報計画が定まっていない。 

セットトップボックス（以下、「STB」の全世帯配布
を検討しているようだが、配布計画などは未着手であ
る。これを踏まえ、地デジ放送開始及び ASO 工程と
連動した周知広報計画を策定する。 

成果 1 

分析した課題に取り組み、成果 1，2 を達成するため計画された各活動について図 1.5-2 に示す。 

 

図 1.5-2 プロジェクトの活動 

 

1-5-4 活動計画 

プロジェクトは「ボ」国 DBS と JICA 及び日本人専門家チームによって形成された合同調整委員会（Joint 
Coordination Committee、以下、JCC)により承認されたプロジェクト活動計画（Plan of Operation、以下、

PO）に従って実施された。各活動に関する実施工程は図 1.5-3 に示す通りである。 
計画、技術規格などについては、他の活動項目への影響など鑑みて PO を作成したが、並行して活動実

施が可能なものは、それぞれの専門家により活動を進めて行くこととした。 
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図 1.5-3 各活動の実施工程 

 

1-5-5 実施体制 

プロジェクトの進捗及び重要事項に関しては 6 ヶ月に 1 回開かれる JCC の場で協議し、各活動につい

ては作業部会が担当し実施した。JCC は実施機関である大統領府の放送情報担当である副次官のリーダ

ーシップにより運営され円滑な協議が図られた。メンバーは「ボ」国側からは各作業部会の長と日本側

は JICA ボツワナ支所及び日本人専門家で構成される。また、在ボツワナ日本国大使館からオブザーバー

として参加を得た。合同調整会議の構成について図 1.5-4 に示す。 

Ⅲ
活動

2016

1.7 地デジ移行に関る国民周知計画に基づき

広報活動を実施する。

Plan 

Actual

1.5 地デジ放送免許基準に係る規定を見直

す。

Plan 
JICA BOCRA

Actual

1.6 地デジ移行に関る国民向け周知広報計画

を作成する。

Plan 
JICA DBS

Actual

1.2 アナログ停波に向けた工程計画を作成す

る。

Plan 
JICA DBS

Actual

1.3 ISDB-Tに関る技術規格を見直す。
Plan 

JCIA BOCRA
Actual

BOCRA
Actual

ⅡⅡ Ⅲ ⅣⅣ Ⅰ Ⅰ

1.1 技術許認可作業部会および周知広報作

業部会を設立する。

Plan 
JICA

Year 2014 2015 Responsible Organization

成果1: デジタル放送化に必要な各種計画及びシステムが策定される。

Ⅲ

1.8 受信機仕様に適合する受信機が普及する

ようテストセンターを設立する。

Plan 
JICA BOCRA

Actual

1.4 受信機仕様を見直す。
Plan 

JICA BOCRA
Actual

1.9 コールセンターの運用をとおして視聴者の

支援を実施する。

Plan 
JICA DBS

Actual

Ⅲ Japan Botswana

Responsible Organization

Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ

Year 2014 2015 2016

Actual

2.3 データ放送を専門に作成する組織を設立

する。

Plan 

Actual

成果2: DBSのHD及びデータ放送を含む番組制作能力が向上する。

2.1 番組制作作業部会、番組編成作業部会

およびデータ放送作業部会を設立する。

Plan 

2.2 HDを活用した番組制作能力を向上させ

る。

Plan 

JICA DBS

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

JICA DBS

JICA DBS
Actual

2.4 データ放送制作研修システムを整備す

る。

Plan 
JICA DBS

Actual

2.5 市場調査ニーズに基づくデータ放送番組

の企画・制作を行う。

Plan 
JICA DBS

Actual

2.6 番組連動型・非番組連動型のデータ放送

番組の企画・制作を行う。

Plan 
JICA DBS

Actual

Plan 
JICA DBS

Actual

2.7 HDスタジオシステムに関する調達計画を

作成する。

活動
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図 1.5-4 合同調整会議の構成 

また、プロジェクトでは 5 つの作業部会を立ち上げ、各作業部会が中心となり PDM の活動を担当し実

施することとした。各作業部会の目的と担当する活動について表 1.5-4 に示す。 

表 1.5-4 各作業部会の活動内容 

作業部会 目的 PDM 活動 

技術許認可

作業部会 

ISDB-T に係る「ボ」国版

技術規格の作成及び技術

的視点からの地デジ移行

の推進 

1-2 アナログ停波に向けた工程計画を作成する。 
1-3 ISDB-T に係る技術規格を見直す 
1-4 受信機仕様を見直す 
1-5 地デジ放送免許基準に係る規定を見直す。 
1-8 受信機規格に適合する受信機が普及するようにテスト

センターを設立する。 
2-7 HD スタジオシステムに関する調達計画を作成する。 

周知広報 
作業部会 

円滑な地デジ移行とデジ

タル放送の推進 

1-6 地デジ移行に関る国民向け周知広報計画を作成する 
1-7 地デジ移行に関る国民周知計画に基づき広報活動を実

施する。 
1-9 コールセンターの運用をとおして視聴者の支援を実施

する。 

HD 番組制

作作業部会 
地デジ移行に関する番組

制作能力向上と人材育成 
2-2HD を活用した番組制作能力を向上させる。 

番組編成 
作業部会 

ISDB-T の特長を利用した

番組ニーズの発見と放送

戦略の検討 

2-5 市場調査ニーズに基づくデータ放送番組の企画・制作を

行う。 
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作業部会 目的 PDM 活動 

データ放送 
作業部会 

データ放送運用技術の習

得と定期的なデータ放送

番組の改善 

2-3 データ放送を専門に作成する組織を設立する。 
2-4 データ放送制作研修システムを整備する。 
2-6 番組連動型・非番組連動型のデータ放送番組の企画・制

作を行う。 

 

プロジェクト活動を通して作成された技術協力成果品について表 1.5-5 に示す。 
項目 7 から 9 は、活動が追加されたことに伴って追加されたものである。 

表 1.5-5 技術協力成果品 

No 成果品名 内容 担当作業部会 

1 HD 番組制作能力育成研修

用の教材 
HD 番組制作用の教材であり、既に BTV が使用

している HD カメラによる撮影で主に編集が必

要となる番組に焦点を当てた教材 

HD 番組制作

作業部会 

2 データ放送制作研修用の教

材 
局内研修用のデータ放送に関する基礎的知識、

技術を網羅した教材 
データ放送 
作業部会 

3 データ放送に関する市場調

査結果 
（番組編成計画を含む） 

市場調査の結果及びその分析により作成したデ

ータ放送の番組編成表 
番組編成 
作業部会 

4 制作・放送されたデータ放

送番組 
（電子データ） 

プロジェクト期間中に作成した番組連動、番組

非連動データ放送番組 
データ放送 
作業部会 

5 ISDB-T に係る技術規格一式 ISDB-T 技術規格及び「ボ」国が定めている受信

機に関する技術規格 
技術許認可 
作業部会 

6 国民周知広報計画 広報計画であり、広報に使う手法や手段、予算

措置などについて記載 
周知広報 
作業部会 

7 テストセンター運用マニュ

アル 
受信機の型式認証に係るテストセンターでのテ

スト方法に係るマニュアル 
技術許認可作

業部会 

8 コールセンター運用マニュ

アル 
コールセンターの目的、視聴者に対する典型的

な質疑応答要領などを記載 
周知広報 
作業部会 

9 HD スタジオシステム調達

計画 
スタジオ設備の HD 化に必要となる機材、概略

の予算、機材の更新手順などを記載 
技術許認可 
作業部会 

 

1-6 実施機関 

実施機関は、以下の通りである。 
(1) 責任機関  ：大統領府 

国営放送である大統領府放送サービス局を管轄する組織 
 

(2) 実施機関  ：大統領府放送サービス局（DBS） 
国営テレビ放送である BTV を運営する組織であり、テレビの他にラジオ局も運営
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している。 
 

(3) 関係機関  ：運輸通信省、ボツワナ通信規制庁（BOCRA） 
運輸通信省は通信放送関係の政策を担う省庁である。 
BOCRA は法律により 2012 年に設立された放送、通信に関する独立した規制機関で

ある。放送免許の付与、周波数の割当などを実施している。 
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第 2 章 プロジェクトの結果 

2.1 プロジェクトの結果 

2.1.1 日本側による投入 

2.1.1.1 日本人専門家投入 

日本人専門家の投入は合計 14 分野、67.17 M/M である。図 2.1-1 に投入実績について示す。 

 
図 2.1-1 日本人専門家派遣実績

日数

合計 現地 国内

(30) (10) (10) (10) (20) (10) (30) (10) (30) (31)
9/2 9/30 10/1 3/17 3/28 4/11 4/19 5/2 5/23 6/22 7/9 8/30 9/17 11/27 12/12 3/19 4/24 7/20 8/1

(29) (1) (12) (9) (22) (9) (9) (2) (17) (4) (12) (13) (24) (13) (1)

(40) (30) (45) (30) (45) (45) (60)
8/30 9/30 10/8 11/9 11/30 (12/14) 1/26 3/28 5/30 7/3 9/5 9/20 1/24 2/7 4/10 5/21 5/28 6/5 6/22 7/15 7/26 8/4

(32) (8) (22) (14) (6) (28) (28) (2) (30) (3) (16) (8) (7) (21) (21) (4) (5) (9) (15) (6) (4)

(60) (31)
9/6 9/30 11/4 2/3 3/5 6/19 7/3

(25) (31) (4) (26) (5) (12) (3)

(31) (64)
9/2 9/30 10/2 3/9 4/6 4/22 5/26

(29) (2) (23) (6) (9) (26)

(30)
1/24 2/7

(8) (7)

(45) (30) (70) (75) (50) (60)
8/30 9/30 10/11 11/19 11/30 (12/21) 3/9 4/30 5/22 7/21 8/31 9/30 10/1 11/23 12/09 2/26 4/24 7/1 8/5

(32) (11) (12) (21) (23) (30) (22) (11) (31) (30) (1) (8) (9) (4) (31) (24) (31) (5)

(29) (60) (30) (30)
4/22 5/20 6/14 8/1 3/23 4/23

(9) (20) (17) (31) (1) (9) (23)

(40) (75) (75) (73)
11/15 12/14 2/15 4/30 8/16 11/8 2/28 5/29

(16) (14) (14) (31) (30) (16) (30) (31) (8) (2) (31) (30) (29)

(18)
5/28 6/5

(4) (5)

5/28 6/5

(4) (5)

(30) (50) (50) (42) (21)
10/24 12/14 2/2 4/4 5/15 6/15-6/18除く 7/3 4/6 4/24 7/2 7/27

(8) (30) (14) (27) (31) (4) (17) (26) (3) (19) (26)

(20) (20) (20)
3/10 3/28 5/22 7/3

(19) (10) (30) (3)

(20) (20) (20)
3/10 3/28 5/22 7/3

(19) (10) (30) (3)

(60) (60)
10/24 (12/14) 1/29 (3/21)

(8) (30) (14) (3) (28) (21)

(60)
5/29 7/27

(3) (30) (27)

(60)
4/3 6/5 6/23 7/22

(28) (31) (5) (30)

2015 67.17

2015 67.17

2/16 2/27 11/1-14

0 0.00

0 0.00

＜凡例＞ ：業務従事実績 業務従事計画： 自社負担： 計画 67.17

実績 67.17

清野　理

（番組制作技術）
3

計画 0 0 0.00

実績 1 9 0.30

張替　和彦

（技術規格③）
5

計画 1 30 1.00

実績 1 15 0.50

張替　和彦

（HD機材調達計画）
5

計画 1 60 2.00

実績 1 60 2.00

池田　好孝

（周知広報計画②/データ放送番

組編成）

5

計画 4 149 4.97

実績 3 110 3.67

国
内
業
務

現
地
業
務

現地業務小計

国内業務小計

実績 10 289 9.63

寺林　克哉

（副総括/組織/研修計画①）
3

計画 7 295 9.83

実績 3 106 3.53

丸山　芳樹

（ASO計画/技術規格①）
3

計画 2 91 3.03

実績 3 95 3.17

斎藤　彰

（技術規格②）
3

計画 2 95 3.17

実績 7 336 11.20

内海　惠子

（周知広報計画/研修計画②/業

務調整）

4

計画 6 330 11.00

実績 4 282 9.40

松本　ちあき

（HD番組制作）
3

計画 4 263 8.77

実績 5 205 6.83

佐藤　奨

（データ放送番組制作）
4

計画 5 193 6.43

実績 2 62 2.07

小島　利和

（データ放送プログラミング）
4

計画 3 60 2.00

実績 2 62 2.07

永田　六郎

（データ放送画面デザイン）
4

計画 3 60 2.00

実績 2 104 3.47

佐野　匡俊

（データ放送番組編成）
5

計画 2 120 4.00

合計

内海　惠子

（周知広報計画/研修計画②/業

務調整）

3

計画 0 0.00

実績 0 0.00

実績 9 177 5.90

10 11 12 1 2 3

191 6.37

11 8

南部　尚昭

（総括/放送政策・戦略）
2

計画 10

1 2

氏名
（担当）

格付
渡航
回数

合計（人/月）

8 9 8764 5 12

2014

3 4 5 6 7

2015 2016

109

齋藤　順二郎

（番組制作技術）
3

計画 1 18 0.60

実績 1 9 0.30

濱中　聡年

（テストセンター運用支援）
5

計画 1 60 2.00

実績 2 94 3.13
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2.1.1.2 機材 

機材については事務所用品の他、BOCRA のテストセンター機材の調達を実施した。表 2.1-1 にプロジ

ェクトで調達した機材を示す。 
表 2.1-1 調達機材リスト 

No 品目 数量 モデル 供与先 金額 (BWP) 
1 ラップトップ 3 ソニー (SVF 152C29W) DBS 24,090 
2 複写機 1 リコー (MP2001L) DBS 21,201 
3 プリンター 1 サムスン (Xpress C410W) DBS 1,699 
4 プロジェクター 1 エプソン (V260X) DBS 6,270 

5 
映像記録媒体 
(P2 Card) 

5 パナソニック (AJ-P2E064FNG) DBS 25,911 

6 
テストセンター

機材 
1 式 

スペクトラムアナライザー 
ISDB-T モデュレーター 
送受信アンテナ 
受信機等 

BOCRA 754,084 

合計 833,255 
 

2.1.1.3 本邦研修 

本邦研修については、プロジェクト期間中 2 回実施した。1 回目は HD スタジオ運用研修で 2 回目は

ISDB-T 送信技術研修である。それぞれ 5 名、2 週間にわたり日本で研修を実施した。受け入れ機関は、

それぞれ日本テレビ放送網であった。 

(1) HD スタジオ運用 
BTV には HD 機材を備えたスタジオがないため、番組制作、スタジオ技術者を日本へ招聘し、HD

機材のスタジオでの使用法を主に研修を実施した。研修参加者はスタジオ技術者からそれぞれ専門技

術であるテクニカルディレクター（TD）、撮影、音声、照明、映像担当を 1 名ずつ招聘し、研修を実

施した。研修参加者は表 2.1-2 に示す通りである。 

表 2.1-2 HDスタジオ運用研修参加者 

Nr 氏名 役職 

1 Mr. Boyboy M. Moreetsi Senior Broadcasting Officer (Sound) 

2 Mr. Ontlametse S. Gaothuse Senior Broadcasting Officer (Camera) 

3 Mr. Kabelo Tamocha Lighting Supervisor 

4 Mr. Ernest Segokotlo Technical Superintendent 

5 Mr. Keene L. Molake Senior Broadcasting Officer (Video) 

 

研修の成果として、各技術に関する研修、番組制作を実施した総合演習を通して、事前の準備の重

要性を理解することができた。画質及び音質を一定に保つための機材の調整や人為的ミスを防ぐため

には前もって準備することが大切である。また、機材の不具合により撮影機会を失うことが無いよう

普段からの機材の維持管理が大切であることを学んだ。研修員からは帰国後は研修内容を他の職員に

伝えると共に、人材育成の必要性、チームビルディングについて提案を行う旨が説明あった。 
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(2) ISDB-T 送信技術研修 
「ボ」国は日本方式を採用し主要な送信所については整備したものの、今後、デジタル化を進める

に当たり難視聴地域に対する対策を実施する必要がある。また、調達したデジタル送信機に関する維

持管理を実施する必要がある。本研修では DBS から主に送信技術者を招聘し研修を実施した。 
研修参加者は表 2.1-3 に示す通りである。 

表 2.1-3 ISDB-T送信技術研修 

Nr 氏名 役職 所属 

1 Ms. Constance Kolaatamo  Principal Broadcasting Engineer DBS 

2 Mr. Didibeng Modisengane Chief Broadcasting Engineer DBS 
3 Mr. Maibi Gastlolwe Principal Broadcasting Engineer 1 DBS 

4 Mr. Kenna Goemekgabo Technical Superintendent DBS 

5 Mr. Samuel Mpaesele Manager Spectrum Monitoring and Maintenance BOCRA 
 

研修成果として、実機を使用したシミュレーションや電波測定を通して放送網の設計に関して学ぶ

ことができた。DBS では、デジタル送信機の導入は初めてであり、今まで委託によりサービスエリア

のシミュレーションを実施しているため、サービスエリアを正確に把握する技術が十分身についてい

ない。今後は独自にシミュレーションソフトの調達を実施するなどし、技術能力の向上に努める旨、

説明があった。 
 

2.1.1.4 プロジェクト運営費 

プロジェクト運営費として、主に現地傭人の雇用、車両借上げ、通信費、周知広報活動支援費、消耗

品の購入等に約 1100 万円使用した。表 2.1-4 に現地業務費の支出実績を示す。 
 

表 2.1-4 現地業務費実績 

番号 品目 日本円（千円） 備考 

1 現地傭人費 5,500 3 名雇用 

2 旅費・交通費 3,500 車両借上げ及びドライバー費用等 

3 周知広報活動 1,100 会場借上げ、広報グッズの作成 

4 通信費 650 携帯電話、インターネット等 

5 消耗品費 150 プリンター、プロジェクター等 

6 雑費 50 新聞広告費等 

合計  10,950  
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2.1.2 ボツワナ側による投入 

2.1.2.1 カウンターパート 

第 1 回 JCC で各作業部会長及びそのメンバーが決められた。各作業部会は、その長を含め技術許認可

作業部会 11 名、周知広報 6 名、HD 番組制作 10 名、番組編成 9 名、データ放送 13 名が指名された。表

2.1-5 にカウンターパートのリストを示す。 
表 2.1-5 カウンターパートのメンバー一覧 

No Name Position Remark 
Technology and Licensing WG 

1 Calvin Goiletswe PBE-TX (DTT) Leader of TL WG 
2 Kabo Dikolobe CBE-BTV  
3 Didibeng Modisenyane PBE-TX Sub leader of TL WG 
4 Bathopi Luke Director - BOCRA Sub leader of TL WG 
5 Itumeleng  Batsalelwang DTT Expert - BOCRA  
6 Thapelo Maruping Deputy Director - BOCRA  
7 Samuel Mpaesele Manager - BOCRA  
8 Constance Kolaatamo PBE-TX  
9 Galani Mothobi PBE-BTV  

10 Maibi Gaotlolwe PBE - TX  
11 Matshwenyego Kwada MTC- TPS  

Public Relations WG 
1 Lorato Ntuara Copy Right Leader of PR WG 
2 Last Rakgasa Head of Radio Programmes  
3 Itumeleng Mmusi Graphic Designer (BTV)  
4 Tshireletso Stoffel Radio Botswana  
5 Omphile Ntakhwane Daily News  
6 Ndulamo Ntopo Public Relations  

HD Program Production WG 
1 Solly Nageng Head of programmers Leader of HD WG 
2 Linet Habana Ass. Commissioning Editor  
3 Gaamangwe Mathame Programme Producer  
4 Gail Mochanang Programme Producer  
5 Ponatshego Ponatshego Graphic Designer  
6 Ernest Segokotlo Engineer  
7 Ontlametse Gaothuse Videographer  
8 Dintle Gaolebale Studio Director (Operations)  
9 Kefilwe Mokgaotsane Reporter News and Current affairs  

10 Audrey Bonang Content Acquisition  
Programing WG 

1 Joel Thuto Head of Channel Leader of PG WG 
2 Edson Malebane Channel Controller Leader of PG WG until Mar, 2015 
3 Maipelo Montwedi TX Producer (Programming)  
4 Lorraine Moleki TX Producer (Programming)  
5 Morena Keipeile Engineer  
6 Nkobi Mosipi Marketing  
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No Name Position Remark 
7 Phemelo Tsopito Sports  
8 Kagiso Mapine Executive Producer  
9 Onthatile Boti News and Current Affairs  

Data Broadcasting WG 
1 Salome Senome Executive producer Leader of DT WG 
2 Gaone Karele Graphic Designer  
3 Gosaitse Koobonye Marketing  
4 Kefilwe Leero Programme Producer  
5 Gaotsenwe Ngwako Sports  
6 Kedirileng Makgasa Engineer  
7 Itumeleng Siviya News and Current affairs  
8 Tabona Luza Engineer  
9 Torotea Mmopi Program Producer  

10 Beauty Sendi-Mpho Editor  
11 Bame Mogomotsi Acquisition  
12 Kaone Mosenti Director  
13 Maipelo Montwedi Programing  

 

2.1.2.2 プロジェクト事務所 

DBS からプロジェクト事務所が提供された。また、テストセンター運営に関する活動中は BOCRA か

らも事務所が提供された。R/D では、プロジェクト開始後から DBS 及び BOCRA からそれぞれプロジェ

クト事務所が提供される予定であったが、BOCRA が側が規制機関として守秘義務がある中、BOCRA 自

身正式なカウンターパート機関でないことを理由にプロジェクト事務所の提供を受けられなかったが、

PDM の改訂に伴いテストセンター運営に関する活動を行う上で、ようやくプロジェクト事務所の提供が

行われた。 
また、DBS から車両が 1 台提供されたが、足りない分についてはプロジェクトが支出した。 
 

2.1.2.3 プロジェクト運営費 

「ボ」国側ではデジタル送信網の調達、データ放送機材の調達、コールセンターの調達、周知広報活

動を実施する現地業者の調達費が支払われた。 
 

2.1.3 各活動 

2.1.3.1 成果 1に関する活動結果 

2.1.3.1.1 技術許認可作業部会、周知広報作業部会の設立 

第 1 回 JCC にて正式に各部会が設立、技術許認可作業部会に 11 名、周知広報作業部会に 6 名の構成員

が指名された。 
 

2.1.3.1.2 アナログ停波に向けた工程計画を作成する。 

アナログ放送停波の要件として 2 項目を設定した。1 つはデジタル放送のカバレージであり、デジタ

ル放送のサービスカバレージを現在のアナログ放送エリアの 80 ％とした。2 つ目はデジタル受信機の普

及率であり、普及率を 60 ％とした。 
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工程計画では、ASO だけでなくデジタル送信機の設置、デジタル放送開始についても検討を実施した。

「ボ」国は、ITU GE06 合意書により 2015 年 6 月までにデジタル化を完了すべきと勧告されており、そ

れに合わせ 2015 年 6 月にデジタル放送が開始できる計画とした。その後は、送信機の設置状況に合わせ

各地でデジタル放送開始（Digital Switch Over、以下、DSO）を実施した。ASO に関する要件、一応の時

期的目標は計画したものの、送信機の設置時期と受信機の市場投入時期のタイミングが合わないと、正

確な ASO の時期を検討することができず、いたずらに時間を空費してしまう恐れがある。ASO 計画作成

時の工程は図 2.1-2 の通りである。 

図 2.1-2 ASO工程 

現時点でアナログ停波の目標は 2016 年 12 月であるが、現状においては市場に購入可能な受信機が流

通していない。今後アナログ停波の要件を定期的にモニターしアナログ停波の可否を判断する必要があ

る。 
また、国民に地デジ放送が始まることを周知するためのコールセンターや市場に不良受信機が投入さ

れることを防ぐためのテストセンターの活動と合わせて今後 ASO を実施する必要がある。ASO を実施す

る第一段階として、事前にテストする放送エリアや送信所を 1、2 ヶ所計画し、実験を行いその課題を他

の地域に生かすことで円滑に ASO を進めることが可能である。 
 

2.1.3.1.3 ISDB-Tに係る技術規格を見直す。 

「ボ」国における ISDB-T 技術規格については、電波産業会・デジタル放送技術国際普及部会（Digital 
Broadcasting Experts Group、以下、DiBEG）において日本や南米で放送されている技術規格をベースに作

成したドラフトを BOCRA に提案し、時間をかけて BOCRA と協議を重ね修正案を策定した。 
具体的には、「ボ」国が地デジ技術規格を作成する場合、1 万ページにも及ぶ新たな技術規格を白紙状

態から作成するのは膨大な労力を要するので、日本やブラジルで既に作成されている規格を参照に作成

することとした。その際には ISDB-T 採用国でそれぞれ、伝送帯域幅、映像圧縮方式、データ放送記述言

語及び番組多重運用の仕様が違うため、図 2.1-3 に示すように「ボ」国用として必要な部分のみ、既存の

規格を修正し作成することにした。以上の結果、膨大な規格書を分かり易く、またその後の維持管理も

問題無く行える規格文書を策定することが可能となった。 
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図 2.1-3 技術規格の作成 

ARIB 規格：電波産業会で承認された技術規格 
ABNT 規格：ブラジル工業規格 
調和文書：ISDB-T 採用国の間で統一することが望ましい項目や調整が必要な事項を規定する文書 
 

2.1.3.1.4 受信機仕様を見直す 

受信機規格とは BOCRA が型式認証に使用するための技術仕様である。BOCRA からは当初 STB 仕様

の策定に関して支援要請があり、DiBEG との連携作業により STB 仕様書案を策定した。BOCRA から更

に STB 以外のデジタル受信機についても型式認証のための技術仕様が必要であると支援の依頼があった。 
BOCRA はこれら受信機の輸入、「ボ」国内での使用のみならず、国内の産業育成のため、国内で製造

されたデジタル受信機の輸出も想定した仕様としたいとの意図があり、隣接国が採用している欧州方式

についても日本方式と併記する規格をドラフトした。これに対し日本人専門家チームは、隣国への輸出

は、当該隣国による技術仕様により行われるもので決して「ボ」国内の受信機仕様に隣国の採用してい

る方式を念頭にしたものを組み込むが必要がないことを説明し、また、「ボ」国が日本方式を採用してい

るにも関わらず、欧州方式等の受信機が輸入販売できることにより市場や視聴者が混乱する恐れがある

ことに強い懸念を示した。 
しかしながら、BOCRA は規制機関として技術的に中立である必要があるという法律の解釈を尊重し、

注釈に「ボ」国は日本方式を採用しているとの表記を付記すること、また、放送局の周波数免許付与に

おいて、ISDB-T 以外の方式での申請については、BOCRA が付与しないことが確認されたため、受信機

仕様には日本方式及び欧州方式を併記することとした。この併記は、他の受信機仕様についても同様に

記載されることとなった。 
受信機仕様は、STB、チューナー内蔵の統合型テレビ（Integrated Digital Television、以下、IDTV）、モ

バイル・携帯の 3 種類を作成し、型式認証用仕様として承認された。「ボ」国は型式認証を行うことによ

り、不適切な受信機が国内に流通することを防止している。しかし、受信機仕様は最低限満たすべき仕

様が示されているだけであり、日本方式の特長を生かしたデータ放送などの機能については記載がない。
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BOCRA では今まで型式認証を規格による書類審査だけで実施しており、それでは不十分であるため、実

機に対する試験を行うテストセンターを設立することとなった。 
 

2.1.3.1.5 地デジ免許基準に係る規定を見直す 

第 2 回 JCC にて BOCRA から、BOCRA で既に作業が進んでおり、技術協力プロジェクトからの支援に

より作業の進捗が遅れる可能性があるため、免許基準は技術協力成果品から除き、プロジェクトの活動

は日本人専門家チームから助言の提供、公聴会の参加などの活動に留めることとなった。BOCRA は意見

公募文書を公開し、それに基づく公聴会を実施した。プロジェクトからは技術的視点から文書の分析を

実施したが、免許基準には特に放送方式や詳細な技術的内容に関する記述はなく、主に放送事業者とし

ての運営体制や番組内容に関するものであったため、このままプロジェクトの支援がなくても BOCRA
で策定可能と判断し活動を終了した。 

 

2.1.3.1.6 地デジ移行に関る国民向け周知広報計画を作成する。 

周知広報計画は周知広報に必要な手法、手段について列挙し、それを分類化して作成した。計画作成

にあたり留意した点は、ASO までの限りある時間の中で、効率良く全国民に対して地デジ移行の周知を

行う手法であった。WG 内で検討した結果、対象とするグループを 2 つに分け、主な対象を関係官庁の主

要メンバー、各地区委員、メディア、電話、情報技術関係の会社などの地デジに影響力のある主体とし、

その他を 2 次ターゲットとした。主な対象を中心に広報活動を行うことでその影響が 2 次ターゲットに

も広まるよう計画した。 

 
図 2.1-4 周知広報計画のターゲット 
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ターゲットを確定した後、地デジ移行周知広報に考えられる活動を洗い出し、目的別に分類して「誰」

に「何」を「どのようにして」周知するかを明確にした上で、活動内容を詳細に記載したプロジェクト

ペーパーを作成した。周知広報計画を共有することで、関係者が容易に周知活動を行うことが出来る。

周知広報計画の目次を表 2.1-6 に示す。 

表 2.1-6 周知広報計画の目次 

Contents 
序文  
1 章 背景と現状 
2 章 周知広報計画の目的 
3 章 周知方法計画の基本概念 
4 章 周知広報計画の対象 
5 章 周知広報活動 
6 章 受信機普及 
7 章 コールセンターの設立と運営 
8 章 予算措置 
9 章 周知広報計画の評価指標 
付録 プロジェクトペーパー、スケジュール、招待者リスト等 

 

2.1.3.1.7 地デジ移行に関る国民向け周知広報計画に基づき広報活動を実施する。 

周知広報活動は、プロジェクトが支援を実施し開始し、WG、DBS の PR 部門及び DBS が 2015 年 4 月
以降入札事業で調達した現地の業者 3 社と協力し、全国展開を試みた。 
プロジェクト開始時は地デジ移行の広報は行われていなかったため、ほとんどの国民が地デジ化にな

ることを認識していなかった。BTV 内部においても一部の地デジ関係者を除いて、多数の職員が地デジ

化に関しての正確な情報を有していなかった。プロジェクトでは、BTV 内部への勉強会を皮切りに、マ

スコミへの地デジ化移行セミナーを開催し、その後、パイロットプロジェクトとして 2-1-3-1-6 で定めた

第 1 ターゲットとなる省庁の PR 担当者、地域のリーダー、学校関係者、IT 技術者などを対象に、首都ハ

ボロネ、第 2 の都市であるフランシスタウン、その他ハンチ、マウンなどで地デジ化移行セミナーを実

施した。参加者はそれぞれハボロネ 131 名、フランシスタウン 110 名、マウン 109 名と当初の計画より

多数の参加を得ることができた。プロジェクトが中心となって実施したハボロネ、フランシスタウン、

マウンのセミナーについて写真を下記に示す。 

   

ハボロネ          フランシスタウン          マウン 

写真 2.1-1 プロジェクトが運営した地デジセミナー 
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セミナー活動と同時に、テレビ、ラジオ、新聞を通じて地デジ移行の広報を行った。また、これらの

広報は、プロジェクト活動として、ハボロネのショッピングモールにてデジタル放送機器と共にデジタ

ル放送を紹介するデモンストレーションを実施した。これらにより、デジタル放送移行は多くの国民に

周知された。プロジェクトだけで全国を網羅することは不可能であったため、DBS が調達した現地業者

3 社が、パイロットプロジェクトを参考に各地で周知広報活動を実施した。 
 

2.1.3.1.8 受信機仕様に適合する受信機が普及するようテストセンターを設立する。 

「ボ」国の型式認証に使用する受信機仕様は最低限必要な仕様しか定めていないため、日本方式の特

長であるデータ放送や緊急警報放送システム（Emergency Warning Broadcasting System、以下、EWBS）な

どの機能を持たない受信機が普及する可能性がある。また、「ボ」国の放送方式に適合しない質の低い受

信機が普及し市場が混乱することがないよう BOCRA からテストセンターの支援について第 3 回 JCC で

要請があり活動に加えられた。 
BOCRA では技術サービス局が中心となりテストセンターを運営する。活動では、テストセンター運用

に必要な機材の調達、受信機仕様として策定した STB、IDTV、モバイル・携帯端末について各項目の試

験方法を記載したテストセンター運用マニュアル（以後、マニュアル）を作成し、実際の試験方法につ

いてワークショップを実施した。 
テストセンター運用に必要な機材は、BOCRA と打合せを行い、ISDB-T の信号を試験用に作成する機

器、試験用に作成した信号を測定する機器、試験用の信号を被測定物（チューナー内蔵の統合型テレビ、

モバイル・携帯端末）に供給する機器を調達した。調達した機器の概要を図、測定装置及び被測定物の

概要に示す。 

ISDB-T
試験信号発生器

（モドゥレイター）

試験信号発生制御器

（パーソナルコンピューター）

試験信号測定器

（スペクトラムアナライザー）

チューナー内蔵の
統合型テレビ

セットトップ
ボックス

モバイル、
携帯端末

アナログ

テレビ

送信アンテナ

試験信号

（電波）

測定装置＜ ＞被測定物

 

図 2.1-5 測定装置及び被測定物の概要 

マニュアルは、テストセンターの概要、技術保証確認、測定結果の公表の概要、マニュアルと測定結

果の保存、テストセンター運用に用いる文書書式集の 5 つの項目にまとめた。 
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テストセンターの概要は、BOCRA のテストセンターに関する方針の確認と、「ボ」国で実施されてい

る携帯電話・ラジオ受信機への型式認証の内容、地上デジタル放送受信機の型式認証の方針の確認を行

った。この結果、これまで「ボ」国で行われていた型式認証は、主に書類審査が中心だったが、デジタ

ル受信機の型式認証は、従来の書類審査に加えて機器の技術検査を行うことを確認した。この確認結果

をテストセンターの概要として取りまとめた。 
技術保証確認は、被測定物の受領と管理の基準、測定装置の詳細と運用方法、各受信機の測定方法、

測定後の作業に分類した。 
測定装置の詳細と運用方法は、納品した測定装置の資料から詳細を取りまとめ、運用方法は測定装置

に貼付されていた取扱説明書から、テストセンターの運用に必要な部分を抽出し取りまとめた。 
各受信機の測定方法は、まず、日本の地上デジタル放送受信機の測定方法を参考とし、「ボ」国の地上

デジタル放送受信機仕様から測定項目を抽出した。測定項目の抽出作業は、各技術仕様書の内容と矛盾

しないこと、「ボ」国へ提供する測定装置で測定できること、被測定物の分解等を行わずに測定できるこ

と（非破壊検査）、この 3 つの方針で行った。抽出した結果は、BOCRA と協議を行い測定項目の取捨選

択を行った。データ放送の受信機能は各受信機の技術仕様書には定められていないが、日本方式の特徴

を活用すること、「ボ」国の放送サービス向上のためにデジタル受信機はデータ放送を受信する機能を備

えることが好ましいことになっていた。このため、測定項目に加えることにした。この結果、効率良く

測定が可能で、かつ、技術的に矛盾しない測定項目に取りまとめることできた。測定項目の絞り込み後

は、測定手順を定め BOCRA と確認作業を行ない取りまとめた。 
測定後の作業は、測定作業を再確認する作業を取りまとめた。測定結果の公表の概要は、当初、BOCRA

のウェブサイト上にマニュアルと測定結果を全て公表することを検討したが、BOCRA との協議の結果、

マニュアルは非公開、測定結果は概要を 5 年間 BOCRA ウェブサイト上に公開することとした。測定結

果の概要は、BOCRA が従来の型式認証で使用している書式が使われることになった。マニュアルと測定

結果の保存は、BOCRA と協議の結果、マニュアルはテストセンターが運営されている間とした。測定結

果は 10 年、測定結果概要は 5 年とした。テストセンター運用に用いる文書書式集は、測定結果の記録表

を取りまとめた。試験方法のワークショップは、マニュアルの内容の確認及び測定方法は納品した測定

装置を使用して OJT 方式で行った。この際、BOCRA からマニュアルにコメントがあり、再度、内容を検

討しマニュアルを完成させた。 
 

2.1.3.1.9 コールセンターの運用をとおして視聴者の支援を実施する。 

視聴者対策の一環として、コールセンターを立ち上げることとなった。コールセンターに必要な機材

はボツワナ・テレコム（Botswana Telecommunication Co., Ltd.、以下、BTCL)より調達することとした。

BTCL は自社顧客に向けてコールセンター運営も行っているため、コールセンター運営のノウハウも有し

ており、効率よく立ち上げから運営開始に繋げられると考えられている。プロジェクトではオペレータ

ー応対を中心としたマニュアルを作成し、コールセンター運営の支援を行った。未経験者がオペレータ

ーを行う可能性を踏まえ、マニュアルにはオペレーターの心構え、応対方法、フローチャート等を盛り

込み、未経験者でも応対が行えるものとした。回線に限りのある電話応対のみでは、対応が追い付かな

いことも想定できる。特に ASO 間近になると電話が混み合い、繋がりにくいことが日本においても発生

した。それらを補うためにも、プロジェクトではホームページ開設を推奨している。マニュアルにはホ

ームページに関しても記載し、視聴者対策全般を網羅した。 
2016 年 7 月に DBS と BTCL 間でプロジェクトが立ち上がった。2016 年 10 月頃の運営開始を目指し、



 

2-12 

これから準備を進めていく予定である。コールセンターマニュアルの目次を表 2.1-7 に示す。 

表 2.1-7 コールセンターマニュアルの目次 

Contents 
1 章 はじめに 
2 章 コールセンターの使命と業務内容 
3 章 応対方法 
4 章 書類保存期間 
5 章 スタッフトレーニング 
6 章 良くある質問 
付録 コンタクト先一覧 
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2.1.3.2 成果 2に関する活動結果 

2.1.3.2.1 HD番組制作作業部会、番組編成作業部会及びデータ放送作業部会の設立 

第 1 回 JCC にて正式に各部会が設立、HD 番組制作作業部会に 10 名、番組編成作業部会に 9 名、デー

タ放送作業部会に 13 名の構成員が指名された。 
 

2.1.3.2.2 HDを活用した番組制作能力を向上させる 

BTV では、地デジ化によってチャンネルが増加されることになっており、そのため今後は現在に比べ

て数多く、より幅広いジャンルと内容の HD 番組を制作する必要がある。そのため、スタッフが HD の機

材を使用し、質の高い HD 番組の制作が可能になるよう、カウンターパート及びワーキンググループ

（Working Group、以下、WG）のメンバーと協議を重ねた結果、座学は最小限にし、実践的な OJT によ

る番組制作を実施した。 
技術面に関しては、2015 年 2 月に 2 週間に渡り、技術スタッフ 5 人を対象に、HD スタジオ、コント

ロールルーム、カメラ、照明、オーディオシステムを使用した本邦研修を行った。 

WG のメンバーは、 スポーツ部長、番組制作のプロデューサー、ニュースのディレクター、レポータ

ー、エンジニア、カメラマンなどを含む 10 人で構成された。本活動を担当する日本人専門家の派遣期間

中は、毎週水曜日に WG のミーティングを設け、番組制作計画、プロダクションが始まると進行状況の

報告、問題点や課題点の提議などの話し合い、情報交換、また番組制作方法の研修を行った。番組制作

方法研修では、番組企画シート、プロダクションスケジュール、映像のショットリスト、インタビュー

の方法などの資料を作成してメンバーに配布し、技術力の向上を目指した。日本人専門家の派遣期間以

外も含め、ミーティング／研修は 2 年間で 52 回開かれた。OJT は以下の図に示されているように、プリ

プロダクション、プロダクション、ポストプロダクションという番組制作過程の基礎を基本として行っ

た。ステップバイステップの過程は、図 2.1-6 基本番組制作過程に示す。 
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図 2.1-6 基本番組制作過程 

(1) OJTで制作した番組と活動 

地上デジタル及び BTV の地デジ化を取り上げた特別企画ニュース番組、ボツワナ植物保全・運営

に焦点を当てたエデュテイメント（教育娯楽）番組制作、技術を含むスポーツ番組に焦点を当てた

生中継の実施手法について指導を実施した。内容の要約は以下の表 2.1-8 の通りである。 

表 2.1-8 OJTで制作した番組と活動内容 

番組ジャンル 目的と内容 

企画ニュース番組 

 

BTVの地デジ化及びデジタルテレビ放送の広報を狙った番組 

「ボ」国国民に、デジタル放送とは何か、SD と HD の違い、BTV におけるデジ

タル化がどのように行われているかという情報を広めると同時に、「ボ」国政府と

日本政府の両国関係と協力体制をアピールする。 

エデュテイメント

（教育＋エンター

テイメント）番組 

 

「ボ」国の自然と人々の生活 

この番組は、子供から大人まで、あらゆる年代の視聴者をターゲットとし、「ボ」

国の人々の生活に不可欠な自然とその自然が起こす問題に対して、「ボ」国政府の

森林省が取り組んでいるプロジェクトの数々を紹介する。HD の特徴を生かして

「ボ」国の自然の映像だけでなく、一般には知られていない様々な活動、現地の

様子をとらえる。 

 

プリプロダクション プロダクション ポストプロダクション 放送

制作チームスタッフの選択

企画書作成

番組制作予算の見積もり

作成

プロダクションスケジュール

スクリプトの初稿作成

撮影スケジュール 撮影素材のチェックと

ログ

スクリプトの修正

映像効果

グラフィック、字幕

放送

再放送

編集

情報収集、調査

撮影許可の申請 現場における追加で必要な

情報収集

インタビューの質問作成

映像のショットリスト

プロダクション打合せ

スクリプト作成

撮影

番組評価と反省会

資料素材、音楽の選択

ナレーション録音

番組評価

荒編集
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番組ジャンル 目的と内容 

HD 技術研修 

HD 生中継技術研修 

サッカーは「ボ」国で非常に人気があるスポーツであり、BTV も年間ボツワナ・

プレミアリーグ 60 試合のほとんどを生中継で放送している。その他のスポーツイ

ベントなども生中継することがあり、今後 HD での放送が始まれば、よりダイナ

ミックな映像の提供が期待されるため、生中継放送に携わる技術スタッフ、及び

プロデューサーなどの制作スタッフも含めた研修を、HD 技術専門家が行った。 

 

 企画ニュース 

地デジ化について、視聴者に正しい情報を提供するため、日本大使、DPS、DBS のカウンター

パート、BOCRA の副長官など、地デジ化プロジェクトに関る主要人物へのインタビューを首都ハ

ボロネとその近郊で撮影し、それらの映像を編集し、ナレーションを作成して映像と合わせて完

成させた。15 分の企画ニュースは、2015 年 6 月 17 日に放送され、その後 3 回再放送された。 

 

 エデュテイメント番組 

森林省の協力を得て、撮影クルーが 2015 年 6 月から 9 月にかけて、地方のカサネで原野火災対

策、マウンで植林プロジェクト、西の砂漠／砂丘地帯で砂による自然災害対策などのプロジェク

トのロケ（屋外撮影）を数回行った。 

HD 編集システムが BTV には、まだ導入されていなかったため、教育省の制作部の協力が必要

だったが、教育番組制作、エディターが毎日使用していたため、なかなか編集ができなかった。

最終的にはナレーション、グラフィック、字幕、音楽を映像と合わせて 2 本の番組を完成させ、

2016 年 5 月から数回繰り返して放送した。内容は以下の表 2.1-9 に示す。 

表 2.1-9 エデュテイメント番組内容 

No. プロジェクト名 番組の長さ 最初の放送日 

1 
プロポシスプロジェクト 

人々の日常生活に害のある木々の伐採 
4’30” 2016 年 5 月 16 日 

2 
砂漠と砂丘の被害対策プロジェクト 

村の家々に押し寄せて家を破壊する砂の被害対策 
5’00” 2016 年 5 月 25 日 

3 
森林火災管理訓練 

乾期に発生する森林火災への対処方法 
5’00” 2016 年 7 月 25 日 

(2) HD 技術研修 

2016 年 5 月 30 日から 2016 年 6 月 3 日の 5 日間、BTV のスタジオ及びおよびサッカーなどの競技

やイベントが行われるナショナルスタジアムを使用しての生中継番組制作オペレーション研修を行

った。研修内容は、生中継番組の企画、スタジアムでの HD カメラ、マイク、ケーブルの使用方法、

機材のメンテナンス及びスポーツ以外の生中継の高度な技術などで、座学にはプロデューサーも多

く参加して、HD の生中継の計画作成方法などを学んだ。 

(3) HD 番組制作マニュアル 

BTV には番組制作に関るマニュアルも局内の研修もなかったため、マニュアル作成も実施した。

BTV では、イベントの中継や、スポーツ番組、スタジオでの音楽、トークショーの収録などの番組



 

2-16 

は多く制作しているが、ストーリーを立て、編集を行うような番組は少ない。OJT ではデジタル化

によりチャンネル数、番組数が増え、より魅力的な番組が数多く制作できるようにその辺りの手法

を中心にマニュアルを作成した。内容は、番組制作の基本であるプリプロダクション、プロダクシ

ョン、ポストプロダクションの過程を細かく分けてステップバイステップ方法を取り、理解しやす

いように、図、写真、チャート、例などを多く使って説明した。 

 

2.1.3.2.3 データ放送を専門に作成する組織を設立する。 

データ放送は地デジ移行により新しく始まるサービスであり通常の番組制作とは異なる技能、運用が

必要となるため BTV 内でデータ放送を取り扱う部門の設立を行った。必要な職種、職員数の検討、職員

に求められる要件などを検討し、部門は番組送出などを担当するチャンネルコントロール部の下に設置

されることとなった。 
図 2.1-7 に新しい組織図を示す。 

BTV局長

ニュース時事 番組制作
チャンネル
コントロール

運用 技術 スポーツ マーケティング

個人秘書

データ放送
ユニット

 

図 2.1-7 BTVの新しい組織図 

必要な職種は、ユニット長の下にコンテンツ制作責任者、技術責任者を置き、コンテンツ制作責任者

の下にデータ放送プロデューサー、データ放送運用、画像担当、技術責任者の下にプログラム技術者、

グラフィックデザイナー、システムエンジニアを配置した。現在はユニット長 1 名、データオペレータ

ー1 名、データ放送プロデューサー2 名、プログラム技術者 1 名、システムエンジニア 1 名、グラフィッ

クデザイナー1 名の 7 名体制で運用しており、今後サービスの拡張、チャンネルの増加に従い人員を増強

する予定である。 
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図 2.1-8 データ放送ユニットの人員 

 

ISDB-T を採用した「ボ」国にとって、地デジ化のメリットの一つであるデータ放送は、本プロジェク

ト以前の 2013 年度にわが国の総務省の支援のもと、トライアルサービスの検証が行われるなど、常に地

デジ化の重要なメリットとして注目されてきた。BTV は、政府の情報配信媒体として重要視されており、

送信システムの入札調達と同時に、データ放送システムの入札調達も2014年度から行われた。しかしBTV
の既存の組織構成に、データ放送の制作・運用を行える部署は存在せず、新たに構築する必要があった。

地デジ化に伴い、送信システムはデジタル化され、システムエンジニアには新たなメンテナンスノウハ

ウの教育が行われたが、番組制作のプロデューサー、ディレクター、カメラマン等オペレーター・エン

ジニアにとっては、映像制作のフローは地デジ化前後で変わりが無いため、BTV の番組制作現場として

地デジ化に伴う組織変更はあまり考慮されなかった。データ放送は映像制作とは異なる新しいコンテン

ツ制作として、新たな組織を設立する必要があった。 
新たにデータ放送を専門に制作・運用する組織を設立するに当たり、Web コンテンツ制作といったデ

ータ放送に近いノウハウを持った人材を新たに雇用する案も提案したが、公務員組織である BTV からは、

既存の BTV メンバーを使って組織を構成することが求められた。 
データ放送の制作・運用には、映像制作とは異なるノウハウが必要であるのと同時に、映像制作と同

様にプロデューサー、オペレーター、各種エンジニアが必要で、BTV の既存メンバーから、データ放送

に意欲的で、映像制作のプロデューサー・オペレーター・エンジニアの経験のある人員の候補を選出し

た。 
データ放送部門のマネージャーには政府イベント番組制作ヘッド、データ放送プロデューサーにはス

ポーツ番組とトーク番組のプロデューサー、データ放送オペレーターには政府イベント番組のアシスタ

ントプロデューサー、データ放送デザインエンジニアには BTV 番組全般 CG エンジニア、データ放送コ

ーディング及びシステムエンジニアには地デジシステム兼任エンジニア、といった具合に仮の体制を作

った。平行して入札調達が進んでいたデータ放送システム導入とも連動し、仮体制でのシステム導入や
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制作・運用トレーニングを実施した。 
初期システムの導入、初期コンテンツの準備、初期サービス運用の開始が平行して行われ、南部アフ

リカ開発共同体（Southern African Development Community、以下、SADC）諸国共通の地デジ開始目標だ

った 2015 年 6 月には計画通りに初期データ放送サービスを開始した。その後、同組織では日々、データ

放送の更新・運用が行われている。ほとんどが、BTV が制作している映像番組に関連した情報サービス

になっているが、天気予報の情報は気象庁から毎日入る情報を元に更新している。運用を進めていく中

で、「ボ」国の実状に合わせて、組織を最適化する必要があった。日本では、データ放送で扱うニュース

記事は、ニュース提供会社があらかじめ決めた仕様に則りサーバ経由で記事データを受渡しする手法が

ほとんどなのに対して、「ボ」国は BTV 自身のニュース番組素材からテキストに落とし込む作業も手作

業で行う必要があるため、ニュースのデータ放送に特化した記事エディターという担当者を置いた。BTV
のニュース番組と政府新聞であるデイリー・ニュース（Daily News）の記事は別組織の制作で独立性が保

たれている。他には、日本ではデータ放送モニターという、放送中のデータ放送が間違いなく放送され

ているかチェックする人員が配置されているが、現在の所は手作業での記事制作がメインのため、入力

オペレーターが放送前にシミュレータで確認すれば問題ないとの判断になり、モニターの専任要員は配

置されていない。今後のサーバ自動更新型コンテンツ増などに合わせて検討が必要となる。 
現在の所まだ、STB や IDTV といった受信機が一般視聴者に普及しておらず、一部の政府関係者に配

布されたデモンストレーション用受信機でのみ、この新組織で運用しているデータ放送が受信されてい

る状況である。今後の受信機の普及に伴い、一般視聴者からのフィードバックも得られ、広告用途など

の新コンテンツへの発展が期待される。データ放送を広告用途に広げる場合には、マーケティング部門

の人員の本格配置が必要となる。 
また、国民の就業者の多くが公務員である「ボ」国の特色もあって、大統領府傘下の BTV 及びデイリ

ー・ニュースに留まらず、「ボ」国政府の多くの省庁が、データ放送による PR 情報や緊急情報の伝達に

興味を示している。現在は BTV 内部で制作されている番組の情報サービスがメインとなっているが、今

後は各省庁との横連携も計画されており、電子政府をデータ放送で実現するための調達も計画されてお

り、その実行のためには、同組織の拡充、または他省庁からの出向なども検討が必要である。 
 

2.1.3.2.4 データ放送制作研修システムを整備する。 

データ放送の機材に関しては DBS の入札事業で調達された。プロジェクトでは実施中に行われた研修

の内容をまとめた研修計画及び研修用の教材を作成した。研修計画は、研修内容を計画、設計、制作、

検証、放送の各ステージに分け、新規に配属された職員に対して局内 OJT 研修が実施できるよう作成し

た。 
研修用の教材については、基礎的知識、技術を網羅できる内容とし表 2.1-10 に示す内容について記載

した。 

表 2.1-10 データ放送研修教材コンテンツ 

章 タイトル 内容 
1 章 データ放送の背景 日本方式とデータ放送の関係やデータ放送で提供できるサ

ービス内容について記載 
2 章 データ放送の構造 データ放送が放送されるまでの伝送の方法等技術的内容に

ついて記載 
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章 タイトル 内容 
3 章 データ放送言語とソフトウェア プログラミング言語である Broadcast Markup Language（以

下、「BML」）について記載 
4 章 European Computer Manufacturers 

Association（以下、「ECMA」）の

概要 

デジタル放送サービスに必要となる制御機能について記載 

5 章 データ放送コンテンツ作成に必

要な基礎知識 
データ放送番組制作に関る作業フローとそれぞれに必要な

作業内容について記載 
6 章 データ放送のプログラム技術 BML やデータ放送コンテンツに使用できるファイル形式な

どについて記載 
7 章 データ放送送出 データ放送に必要となる機材や番組送出手順に関して記載 
8 章 ユーザーインターフェース ユーザーが利用しやすいコンテンツ制作について記載 
9 章 BTV での OJT について BTV で実施された OJT、BTV でデータ放送を運用するため

に作成された各種文書フォーマット等について記載 

BML：ARIB により策定されたデータ放送向けの記述言語 

データ放送ユニットは設立したが、今後のコンテンツの拡充に伴い、組織の継続的な増強が必要にな

る。本プロジェクト終了後も BTV が自立して組織の増強を行えるように、新メンバーをトレーニングす

る教材と、研修計画ガイドラインを作成した。 
教材については、まず、データ放送ユニット設立に伴い、そのメンバーに対してトレーニングを実施

した。教材の基本部分はあらかじめ用意して研修を実施したが、BTV の状況に応じた OJT に多くの時間

を割き、その OJT の内容を主に教材としてまとめた。具体的には、BTV 組織を考慮して最適化したデー

タ放送制作・運用フローを、BTV との議論を交えて作成した。企画、仕様検討、制作、テスト評価、運

用開始のフローを、初期の全サービスで実施する必要があった。教材には代表的なサービス例で、一連

のフローの進め方をまとめることとした。 
研修計画はまず、上記教材をベースとして、新メンバーのトレーニングの手引きを作成した。また、

初期メンバーも全てのトレーニングが完了していないため、今後の長期的な追加トレーニング計画の項

目を作成した。 
初期の BTV データ放送は、比較的シンプルな機能を使ったサービスになっている。今後の機能拡張に

伴い、制作にも運用にも更なるノウハウや経験が必要になってくる。データ放送ユニットの能力強化の

ためには研修計画にまとめた長期的なトレーニングが、入札調達などによって継続的に行われることが

必要である。 
また、現在のデータ放送は、データ放送向けページ記述言語である BML（Broadcast Markup Language

の略）をベースにした片方向ネットワークのサービスであるが、今後は双方向ネットワークサービス、

更にはウェブページを作成するための基本的な言語である HTML5（Hyper Text Markup Language 5 の略）

技術を使ったブロードバンド連携サービスなどへの発展が考えられる。双方向型・HTML5 といったサー

ビスには新たなトレーニングが必要となるため。計画的に予算を確保し、研修能力のある企業、機関で

継続的に研修を行い最新の技術を習得することが必要である。 
 

2.1.3.2.5 市場調査ニーズに基づくデータ放送番組の企画・制作を行う。 

受信機の普及の遅れにより市場調査の実施が遅れた。一般視聴者はデジタル受信機をまだ入手するこ
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とができないため、市場調査は周知広報活動で行うセミナーやデモンストレーションの機会を利用して

実施した。 
市場調査の結果を図 2.1-9 に示す。 
視聴者調査はプロジェクト期間中、主に 2 度実施された。1 度目はベースライン調査のために 2015 年

3 月に実施した。この時点では、デジタル放送は始まっておらず、市場に受信機もないため視聴者のデジ

タル化に対する認識は皆無であった。また、シミュレーションを使用してデータ放送に関するデモンス

トレーションを行い視聴者の番組嗜好を確認した。図 2.1.9にデータ放送で視聴したいコンテンツを示す。 

 
※レートは調査総数中、各データ放送コンテンツを視聴したいと回答を得た割合である。 

図 2.1-9 データ放送で視聴したいコンテンツ 

 

作業部会では上記の結果をデータ放送作業部会で検討した結果、番組非連動コンテンツとしてニュー

ス、天気、マーケット、番組、スポーツ、公告、番組連動コンテンツとしてモレモワカン、トークバッ

ク、サイレントシャウト、フラバドームを初期のデータ放送番組サービスとして特定した。 
2 回目の視聴者調査は、2016 年 4 月に 1 週間かけ全国の主要な 4 都市で街頭アンケートにより実施し

た。4 都市の総人口約 34 万に対し、373 の有効回答を得ることができた。実際の地デジの放送が始まっ

ており、周知広報活動を開始して約 1 年が経過した時点である。図 2.1-10 に調査結果を示す。 
 

 
 

図 2.1-10 視聴者調査結果 
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 プロジェクト開始時にはデジタル化について知っている人は皆無であったが、周知広報活動の結果約

86.3 ％の人がデジタル化について認識しているという調査結果となった。またデータ放送についてもサ

ービスを利用したいという人間が約 30 ％増えている。デジタル受信機が普及した際には多くの視聴者が

データ放送を利用することが考えられる。 

 

2.1.3.2.6 番組連動型・非連動型のデータ放送番組の企画・制作を行う。 

BTV ではデータ放送の運用が初めてであったため、番組制作にあたってはその後の作業を標準化する

ための各種の文書フォーマットを作成した。これにより通常の番組制作と同じようにデータ放送の番組

制作、局内での放送許可などが円滑に実施できるようになった。 
データ放送には大きく分けて、映像コンテンツと連動した番組連動型と、映像コンテンツとは連動し

ない非連動型の 2 種類がある。日本でも、この 2 種類のデータ放送が、時間毎、番組毎、イベント毎に

切り替えられて、サービスが行われている。番組連動型を行う場合には、通常非連動型の情報サービス

も同時に視聴者に届けられるが、メインで番組連動型のコンテンツが前面に表示される形となる。番組

連動型は映像コンテンツをより深く楽しめるように作られ、非連動型はニュース・天気を代表とするい

つでも呼び出せる情報サービスとして提供される。市場調査の結果とデータ放送コンテンツ制作の実施

可能性を検討した結果、「ボ」国でも同様なサービスを実施することとなり、2 種類のデータ放送サービ

スについて、BTV と具体的な企画・制作を行った。 
平行して調達が進んでいたデータ放送システム導入とも連動し、BTV として扱える 2 種類のデータ放

送サービスを検討し、導入されるシステムで実現できるように調整を行った。BTV が初期サービスとし

てリストアップした 2 種類のサービスは下記の通りである。 
[番組連動型] 

 特別イベント：大統領デー等の年次イベントや独立 50 周年イベント、ほか 
 フラバドーム：音楽番組 
 トークバック：トークショー (学校向け HIV 予防啓蒙) 
 サイレントシャウト：トークショー (若者向けゲスト招待) 
 モレモワカン：トークショー (一般観覧者参加の討論) 

[非連動型] 
 ニュース：BTV 制作のニュース番組の各種記事 (ツワナ語と英語) 
 スポーツ：ボツワナサッカーリーグの試合結果やスポーツニュース 
 天気：気象庁からの天気予報情報 
 マーケット：株価情報 
 番組：BTV 番組情報 (タイムスケジュール、ピックアップ番組) 
 公告：広告 (試験運用中)  
 BTV について：BTV の紹介 

SADC 諸国共通の地デジスタート目標だった 2015 年 6 月に合わせ、上記全てのデータ放送サービスを

開始することができた。 
現在はデータ放送サービス開始直後の第一段階であり、前項のような事前に情報入手が可能な内容の

番組連動データ放送サービスが中心となっているが、プロデューサー、オペレータ、コーディングエン

ジニア、デザインエンジニア、システムエンジニアの今後の成長に合わせて、よりリアルタイムな情報
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を扱う番組連動データ放送サービスへの拡張が期待される。それには継続的な調達によるシステムの拡

張やトレーニングが不可欠であり、今後の BTV の自主的に予算を確保し継続的に能力強を行う必要があ

る。 
よりリアルタイムな情報を扱う番組連動データ放送サービスの例として、下記のサッカー中継連動デ

ータ放送のサービス例が考えられる。 
 サッカー中継連動データ放送 

 選手情報 (フィールド、控え、警告カード、等の情報含む) 
 フォーメーション情報 
 試合経過情報 
 ユーザ参加（スマホからのツィッター投稿をテレビに表示、等） 
 インタラクティブ広告 

 

図 2.1-11 サッカー中継連動データ放送のイメージ 

 

2.1.3.2.7 HDスタジオシステムに関する調達計画を作成する。 

プロジェクト開始時にはHDスタジオはDBSで更新計画がありそれに従って調達される予定であった。

そのため HD スタジオの調達は外部条件に入れプロジェクトでは取り扱わなかった。しかし、調達が遅

れ HD 番組制作活動等では編集作業を教育省の設備をかりて実施することとなった。このまま調達が遅

れるとプロジェクト目標達成に支障がでるため、第 3 回 JCC で活動に加え調達作業を支援することとな

った。 
活動では既存のシステムの調査、HD 化に必要な機材の特定、概略の予算、アナログ放送を継続したま

ま HD 化する手順について検討し HD システム調達計画としてまとめた。 
既存システムの調査の結果、図 2.1-12 のように、BTV では、SD ベースではあるものの、放送用サーバ

ーシステムが既に導入され、ファイルベースのワークフローで放送の番組制作が行われていることが把

握できた。また、自動送出制御含めた統合制御システムも導入されており、映像信号配信系、映像ファ

イル及び制御系ネットワークが相互に接続した大型の統合システムが構成されている。しかしながら、

導入後、10 年以上が経過して、更新が必要な状況であり、HD 化において、システム全体の更新が望ま

れる状況である。同じ建屋に設置されている教育省に属するシステムは一部 HD 化されているが、管理

運用が教育省で行われており、今回の機材更新の範囲外である。 
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既存システムにおける番組制作のワークフロー／システム構成は踏襲して、放送機材の最新の技術動

向を考慮して、機材調達計画を作成した。スタジオシステムにおいては、既存システムの構成要素を踏

襲して、信号フォーマットの HD 化を図る。サーバーシステムに関しては、基本構成は踏襲し、ストレ

ージの規模の拡張と、映像資産の再利用の為の映像資産管理システム（Media Asset Management System、
以下、MAM system）及びアーカイブシステムの導入を新たに追加する。また、送出システムに関しては、

IT 技術の進歩に従い、先進国放送においても主流になりつつある送出システム（Channel in a Box、以下、

CiaB System）を採用し、高機能、低コストの送出システムを計画する。全体のシステム構成を図 2.1-13
に示す。 
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更新の予算は、おおよそ 1 千万 USD 程度と試算され、2016 年、2017 年の 2 年間で更新が計画されて

いる。導入の手順に関しては、新規 HD 送出システムを先行して構築後、順次、個々のサブシステムの

更新を行う形とした。更新スケジュールを図 2.1-14 にします。 

 
図 2.1-14 HD機材更新計画 
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既に、既存 SD システムの導入及び、保守管理で十分な実績のある、デガシステム（DEGA SYSTEM）

社（英国）の随意契約による調達計画が進められているが、調達の遅れは、HD システム導入スケジュー

ルに直接的に影響を及ぼすため、全体スケジュールを視野に入れ、進捗管理が望まれる。 
 

2.1.3.3 プロジェクト全体に係る活動 

2.1.3.3.1 JCCの実施 

プロジェクト期間中約 6 ヶ月に 1 回、合計 5 回 JCC 会議を開催した。JCC では「ボ」国側のオーナー

シップを尊重し、協議、報告事項の説明については C/P 自らが実施するよう運営を行った。各回、プロ

ジェクトマネージャーである大統領府副次官が議長となり、プロジェクトの進捗、PDM の改訂など重要

な意思決定を実施した。 
各 JCC の開催日及び主要な検討事項を表 2.1-11 に示す。 

表 2.1-11 JCC 

回数 日時 検討事項 参加人数 

「ボ」国 日本側 

第 1 回 
2014 年 9 月 24 日 ワークプランの承認、作業部会の

設立 
12 6 

第 2 回 2015 年 3 月 20 日 指標の設定、進捗報告 15 10 

第 3 回 
2015 年 9 月 10 日 進捗報告、中間レビュー、活動の

追加 
14 7 

第 4 回 
2016 年 4 月 22 日 進捗報告、終了に向けてのアクシ

ョンアイテム 
9 9 

第 5 回 
2016 年 7 月 28 日 プロジェクト成果の確認、モニタ

リングについて 
11 7 

 

2.1.3.3.2 日・ボツワナ共同作業部会（Joint Task Force (JTF)）への参加 

プロジェクト期間中にわが国総務省と「ボ」国大統領府が設置した地デジに関する作業部会が 2 回実

施されプロジェクトからもオブザーバーとして参加した。 

表 2.1-12 JTF 

回数 日時 検討事項 開催場所 

第 3 回 2015 年 4 月 15 日 
ASO について 
日本方式に関する技術協力について 

「ボ」国 

第 4 回 2016 年 7 月 8 日 
地デジ化の進捗について 
ASO の経験について 

日本 

 

2.1.3.3.3 他機関との協力 

「ボ」国災害管理事務所とは EWBS のエリアコードについて協議し、その他データ放送コンテンツの

情報入手のため気象庁と連携を行った。HD 番組制作にあたっては環境省森林局に撮影協力を依頼した。 
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2.2 プロジェクトの達成度 

2.2.2 成果と指標 

2.2.1.1 成果 1に関する活動の達成度 

成果 1「デジタル放送化に必要な各種計画及びシステムが策定される。」に対しては合計 9 つの活動を

実施した。主に地デジ化に必要となる技術規格や周知広報計画などの計画作成を行うとともに計画に沿

った活動の実施についても技術協力を実施した。指標に対する達成状況を表 2.2-1 に示す。技術協力プロ

ジェクト開始前には、ほとんど存在しなかった規格や計画が策定され、かつこれらの規格や計画は PDM
の指標入手手段として位置づけられていることから、プロジェクトの成果 1は達成されたと考えられる。 

表 2.2-1 成果 1の指標に対する達成状況 

活動 指標 入手手段 結果 

1-1 技術、許認可作業

部会及び周知広報作業

部会を設立する。 

  技術、許認可作業部会に 11
名、周知広報作業部会に 6
名が配属された。 

1-2 アナログ停波に向

けた工程計画を作成す

る。 

1-1 ASO 計画が作成され

る 
1-1 ASO 計画 DBSでASO計画が承認され

た。 

1-3 ISDB-T に関る技術

規格を見直す。 

1-2 ISDB-T Standards of 

Botswana が作成される 

1-2 ISDB-T 
Standards of 
Botswana 

BOCRA で ISDB-T Standards 
of Botswana が承認された。 

1-4 受信機仕様を見直

す。 
1-3 受信機仕様が作成

される 
1-2 受信機仕様 BOCRA で受信機仕様が承

認された。 

1-5 地デジ放送免許基

準に係る規定を見直す 
1-4 地デジ免許基準が

作成される 
1-4 地デジ免許基準 BOCRA から地デジ免許申

請審査手順が公表された。 

1-6 地デジ移行に関る

国民向け周知広報計画

を作成する。 

1-5 周知広報計画が作

成される 
1-5 周知広報計画 DBS で周知広報計画が承認

された。 

1-7 地デジ移行に関る

国民周知計画に基づき

広報活動を実施する。 

  プロジェクトで「ボ」国の

主要 3 都市で地デジセミナ

ーを実施すると共に DBS が
雇用した地デジ広報活動を

担当するコンサルタントに

広報方法について指導し

た。プロジェクト完了時に

は 86.3％の視聴者が地デジ

化について知っているとい

う結果を得た。 

1-8 受信機規格に適合

する受信機が普及する

ようテストセンターを

1-6 テストセンター運

用マニュアルが作成さ

れる 

1-6 テストセンター

運用マニュアル 
BOCRA でテストセンター

運用マニュアルが承認され

運用が開始された。 
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活動 指標 入手手段 結果 

設立する。 

1-9 コールセンターの

運用をとおして視聴者

の支援を実施する。 

1-7 コールセンター運

用マニュアルが作成さ

れる 

1-7 コールセンター

運用マニュアル 
DBS でコールセンター運用

マニュアルが承認された。

マニュアルに従って、コー

ルセンターに配置される予

定の職員に対し研修が実施

され視聴者支援が実施され

る。 

 

2.2.1.2 成果 2に関する活動の達成度 

成果 2「DBS の HD 及びデータ放送を含む番組制作能力が向上する。」に対しては合計 7 つの活動を実

施した。主に HD 番組制作作業部会、番組編成作業部会、データ放送作業部会の活動に対して支援を行

い、特に技術協力開始前にはデータ放送に関しては全く番組制作が実施できなかった状況から BTV が独

自にコンテンツを更新して放送できるまでになった。また、プロジェクト期間中、スタジオ、編集機材

についての HD 化が遅れ、HD での番組制作ができなかったことから、活動を追加し、HD スタジオ機材

調達計画の作成を実施した。指標に対する達成状況を表 2.2-2 に示す。作業部会の活動、番組制作などの

OJT を通して BTV 職員の番組制作能力が向上されており、指標として位置づけられているものが、実施

されているため、成果 2 は達成されたと考えられる。 

表 2.2-2 成果 2の指標に対する達成状況 

活動 指標 入手手段 結果 

2-1 番組制作作業部

会、番組編成作業部会

及びデータ放送作業部

会を設立する。 

  番組制作作業部会に 10 名、

番組編成作業部会に 9 名、

データ放送作業部会に 13 名
が配属された。 

2-2HD を活用した番組

制作能力を向上させ

る。 

2-2 HD 番組制作マニュ

アルが作成される。 
2-2 HD 番組制作マ

ニュアル 
DBS で HD 番組制作マニュ

アルが承認された。 

2-3 データ放送を専門

に作成する組織を設立

する。 

2-1 データ放送を取り

扱う部門が設立される。 
2-1 BTV の組織図 BTV のチャンネルコントロ

ール部の下に配置されデー

タ放送研修計画に組織図が

示された。 

2-4 データ放送制作研

修システムを整備す

る。 

2-3 データ放送研修シ

ステムが設立される。 
2-3 データ放送研修

計画 
DBS でデータ放送研修計画

が承認された。 

2-5 市場調査ニーズに

基づくデータ放送番組

の企画・制作を行う。 

  番組非連動コンテンツとし

て気象や、市場、番組情報

が制作され、番組連動コン

テンツとして 4 番組が制作
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活動 指標 入手手段 結果 

放送されている。 

2-6 番組連動型・非番

組連動型のデータ放送

番組の企画・制作を行

う。 

2-4 番組連動型・非連動

型データ放送番組が放

送される。 

2-4 番組表 DBS で市場調査結果が承認

され、番組表が作成された。 

2-7 HD スタジオシステ

ムに関する調達計画を

作成する。 

2-5 HD スタジオ調達計

画が作成される。 
2-5 HD スタジオシ

ステム調達計画 
DBS で HD スタジオシステ

ム調達計画が承認された。 

 

2.2.2 プロジェクト目標と指標 

プロジェクト目標は「ISDB-T の特長を生かした地上デジタル放送が効果的に利用できる。」である。

プロジェクト目標に対しては、「34％以上の視聴者がボツワナテレビのデータ放送を認識する。」と

「ISDB-T による HD 番組、データ放送番組制作に必要な施設が調達され、人材が育成される。」の指標を

2 つ設定したがいづれも満たすことができなかった。これは、当初想定していた地デジ受信機が思ったよ

りも普及しなかったためである。プロジェクト終了時にはまだ「ボ」国で視聴者が市場で購入できる受

信機が存在せずデータ放送の認識率に影響を与えている。指標は、ベースライン調査時にはデジタル放

送を視聴する環境が整っておらずデータ放送認識率に関する数値が取れなかったため、国勢調査による

世帯テレビ所有率と 2015 年の 3 月から 4 月に実施した地デジセミナー、デモンストレーション時のアン

ケート結果であるデータ放送への期待感から算出（テレビの所有率 56.8％×データ放送への期待感 59≒
34％）している。指標設定時は、アナログ放送を視聴している世帯がデジタル放送を視聴することを前

提としており、デジタル受信機の普及に大きく影響される。 
プロジェクト終了前に、「ボ」国の主要 4 都市で視聴者調査を実施した。4 都市の総人口約 35 万人から

373 の回答を得た。結果、プロジェクト開始前には地デジ化について知っている国民が、〝ほぼいなかっ

た状態“から周知広報活動の結果、〝約 85 ％の視聴者が地デジ化について知る”までになった。また、

その内約 90 ％がデータ放送を使用したいと答えている。今後、受信機が普及し周知広報活動の内容も単

純な地デジ化から地デジの利点や新しいサービス内容などを取り扱うようになれば指標の数値は満たさ

れるものと判断できる。 
また、HD スタジオ機材については、活動に追加し調達計画を作成した。すでに 2016 年度予算で調達

作業が始まっており、予定通り計画が進めば HD 番組制作に必要な環境は整うものと考えられる。HD 番

組制作については、機材調達が遅れたため現地で実施できなかったが、番組制作に必要な OJT を行い、

特別ニュース番組、エデュテイメント番組 4 本を制作した。また、中止となったデータ放送連動サッカ

ー番組中継の代わりにスポーツ生中継に関する研修を実施し、SD と HD 画面での撮影の違いなどについ

て研修を実施した。技術成果品として番組制作マニュアルを完成させており、これらの活動を通して HD
番組制作能力が向上されたと考える。また、データ放送に関しても現地で研修が行われ、番組制作だけ

でなく企画、デザイン、承認など各必要な段階で標準手順を文書として作成しており、現在も BTV 職員

だけで番組情報の更新が実施されている。以上のことからプロジェクト目標の達成は今後可能であると

考える。各指標と達成度について表 2.2-3 に示す。 
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表 2.2-3 プロジェクト目標の指標と達成度 

指標 達成度 備考 

1．34 ％以上の視

聴者がボツワナテ

レビのデータ放送

を認識する。 

 視聴者調査の結果 14.2 ％の人が BTV のデ

ータ放送を認識している。 
デジタル受信機が普及すれば達

成可能である。 

2．ISDB-T による

HD 番組、データ放

送番組制作に必要

な施設が調達さ

れ、人材が育成さ

れる。 

 データ放送部門が設立され人員、機材が配

置された。 
 データ放送、HD 番組制作に関して必要な研

修が実施された。 
 デジタル放送網が整備された。 

HD スタジオ機材については調

達が遅れているが、対応するた

め調達計画を作成した。それ以

外は達成された。 

 

2.3 PDMの変遷 

プロジェクト期間中にプロジェクト目標達成のために PDM の部分的な変更が行われた。 
Version.0 から 1 への変更については、第 1 回 JCC で詳細計画策定時には DBS が準備していると説明さ

れていた ASO 計画、周知広報計画が存在しないことが判明し、プロジェクトで作成から支援を行うこと

とした、また、BOCRA から受信機仕様について作成支援の要請があり活動へ追加することとなった。 
Version.1 から 2 への変更については、視聴者調査を実施した結果から指標の数値目標を設定した。ま

た、BOCRA から免許基準については、既に作業を進めていることからプロジェクトで扱うことで作業を

遅らせる可能性があるため必要な助言だけ実施するよう要請され、見直しのみ実施することとした。周

知広報活動については計画の作成だけでは、それに沿った活動の実施についても日本の経験を取り入れ

た支援の要請があり活動に追加された。HD 番組制作についてはディレクターの視点から HD に相応しい

番組作りを現地で指導していたが、技術的な支援についても現地で実施してほしい旨要請を受け追加す

ることとなった。 
Version.2 から 3 への変更については、適正な受信機普及のため受信機テストセンターの設立に関して

支援の要請があり活動に追加された。また、それに伴い、必要な機材を現地調達するとともに、今まで

プロジェクト目標は DBS 側の環境構築だけを扱っていたところ、BOCRA をより主体的に活動が実施で

きるようにプロジェクト目標の変更を行った。また、外部条件となっていた HD 機材の調達が遅れてい

ることから上位目標を達成しない可能性があり、活動に調達計画の作成を追加することで調達作業を支

援することとなった。コールセンターについては、周知広報計画に概要を記載したが、運営についてよ

り具体的な支援が必要な旨要請があり、活動に追加された。 
Version.3 から 4 への変更については、テストセンター運営支援は技術規格専門家が実施していたが、

本活動は、規格等の文書の作成だけでなく実際の機材を使用した測定などの研修が必要となることから

その技術を持った専門家を派遣するために追加された。主な変遷を表 2-3.1 に示す。 
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表 2.3-1 PDMの変遷 

Version 変更時期 主な変更 

Version 1 
第 1 回 JCC 

（2014年 9月 24日） 
 受信機規格の見直しが活動に追加された。 
 ASO 計画、周知広報計画が見直しから作成に変更された。 

Version 2 
第 2 回 JCC 

（2015年 3月 20日） 

 ベースライン調査の結果から指標に数字を入れた。 
 地デジ免許基準を作成から見直しに変更した。 
 周知広報活動の実施を活動に追加した。 
 日本人専門家に番組制作技術を追加した。 

Version 3 
第 3 回 JCC 

（2015年 9月 10日） 

 プロジェクト目標を変更した 
 テストセンターの活動を追加した。 
 コールセンターの活動を追加した 
 HD スタジオシステム調達計画の活動を追加した。 

Version 4 
第 4 回 JCC 

（2016年 4月 22日） 
 日本人専門家にテストセンター運用を追加した。 



 
 
 
 
 
 
 
 

第 3章 

合同レビューの結果 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

3-1 

第 3 章 合同レビューの結果 

3.1 DAC基準によるレビューの結果 

プロジェクトの評価は第 3 回 JCC（2015 年 9 月）時に C/P と日本人専門家チームにより中間評価を実

施し、第 4 回 JCC（2016 年 4 月）時に終了時に向けた評価を行った、その結果プロジェクト終了時には、

全ての指標を満足することができると評価・判断した。 
 

3.1.1 中間評価 

中間評価では、実績確認と実施プロセスの把握、日本、「ボ」国双方の投入、プロジェクトの活動実績、

プロジェクトの成果、目標、上位目標の具体的達成度合いを確認した。また技術移転のプロセス、「ボ」

国側のオーナシップの実施状況などを把握した。評価には DAC 基準による評価 5 項目を使用し、教訓、

提言を導き出した。 

(1) 実績の確認 

投入については、日本側、「ボ」国側ともに概ね計画通り行われた。日本人専門家の派遣時期につ

いては活動の進捗、「ボ」国側の放送に関係するイベント予定などにより多少前後したが、DBS と連

絡を取り適切に調整されていた。「ボ」国側では作業部会によってはリーダーが変更になった部会、

一時的に担当が変更になり活動が止まることやメンバーの活動への参加が得られない時期もあった

が必要な投入は確保された。 

(2) 各成果の達成状況 

成果 1 に関して、プロジェクトの活動として実施したデジタル放送に必要な各種計画は整備されつ

つあり、プロジェクト完了時までには全て揃う予定であることが確認された。 
実際に計画作成に参加したカウンタパートや作業部会のメンバーは活動を通じて、計画の内容、計

画の重要性について理解している。今後は、デジタル化の進捗に合わせて策定した計画の見直しを適

宜実施し、計画を実行していく必要がある。その段階では、計画内容について関係者及び国民に説明

するとともに、計画の実行可能性について検討を行わなければならないことが確認された。 

表 3.1-1 中間評価時の成果 1の達成状況 

指標 指標の達成状況 

1-1 アナログ停波（ASO）
に向けた工程表が制定さ

れる。 

 ASO 計画（案）が完成している。ASO 要件に、デジタル受信機の普

及率が 60 ％、デジタル放送エリアがアナログ放送エリアに対して

90 ％を定め、2016 年 12 月を ASO の目標としている。 
 課題としては、ASO 計画（案）を早期に承認するとともに、ASO 要

件の達成状況を調査し、適切な時期に ASO スケジュールを国民に説

明する必要があるが、プロジェクトは 2016 年 8 月で終了予定するの

で、DBS 単独で実施する必要がある。プロジェクト完了前に ASO
計画専門家を再度派遣し、ASO 計画を見直し ASO 要件について確

認を行った。また、日本の ASO 時の広報活動等の紹介等を行い DBS
が対応できるよう支援を実施した。 

1-2 「ボ」国 ISDB-T 技術  ISDB-T Standards of Botswana として BOCRA が制定した。 
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指標 指標の達成状況 

規格が制定される。 

1-3 受信機の国内仕様が

制定される。 
 STB、IDTV、携帯・移動用テレビについて受信機仕様を準備中で

BOCRA が協議継続中である。最終化に近い状況まで、作業は収斂

してきている。 
 課題としては、国内仕様は推奨される最低限の仕様しか定めていな

いため、日本方式の特徴一つであるデータ放送が適切に受信機に表

示されるかどうかの確認をどのように行い、視聴者を保護するかと

いうことであるが、別途テストセンターを設立して対応することが

必要である。 

1-4 地上デジタル放送局

免許基準が制定される。 
 BOCRA が作業を進めており、「ボ」国内関係者からの意見聴取を行

い最終化の作業中である。 

1-5 周知広報計画（案）

が制定される。 
 周知広報は計画が制定されないまま活動が実施されている。 

2015 年 12 月を期限として周知広報計画の作成を進めている。今後、

実施される予定の広報活動である受信機の普及策やコールセンター

の設立運営手法などを含めた周知広報計画（案）を早期に制定し、

活動に生かされることが望まれる。 

 

成果 2 に関して、HD 番組制作に関しては、作業部会に様々な部署から参加者を得ることで今まで

部門ごとにプロデューサーが所属しており番組制作を行っていたが、他の部門のプロデューサーや技

術職員が同じ作業部会に所属し一つの番組を作成することでチームワークや情報共通の重要性にも

気づくようになった。撮影は HD カメラが用いられたものの、HD 画質での編集システムがなく、16:9
の画面のアスペクト比のまま SD 画質に落としての番組放送となった。編集の過程において従来の 4:3
のアスペクト比から 16:9 のアスペクト比であることや画質が大きく変わったことから、プロデューサ

ーから技術職員まで一緒になり対応を検討するなど、今まであまり見られなかった部門、専門を超え

たコミュニケーションが確認された。しかし、マスターコントロール、HDTV スタジオ機材及び HD
編集設備等の調達が遅れており、HD 画質での放送ができない状況である。HD 画質による放送はデジ

タル放送が開始されたことを視聴者がはっきり認識できる変化であり、受信機買い替えの動機にもつ

ながると期待される。また、上位目標の指標として HD 番組の制作本数を定めていることからも早期

に調達される必要があることが確認された。 
データ放送はデジタル化の恩恵の一つとして DBS が力を入れており、DBS の入札によるプロジェ

クトで機材などの調達が実施されている。また、データ放送コンテンツを制作するユニットも設立さ

れ本プロジェクトで研修を行った。設立時には、ユニット長 1 名、画面デザイン 2 名、プログラマー

2 名、運用兼プロデューサー6 名、コンテンツ・マネージメント・システム（Content Management System、
以下、CMS）技術者 1 名、監視員 4 名の合計 16 名が提案されたが、現在ユニットに所属しているの

は 7 名で他の部門との兼務となっている。このため、配属された職員の負担が大きく、イベントなど

がある時には特別番組のコンテンツ制作、情報更新などで休みが取れないことも多い。CMS など DBS
の入札によるプロジェクトで調達予定の機材が全て導入されれば、現在手作業で行っているコンテン

ツ更新など自動化されるが、今後のサービスやコンテンツの拡充を考慮すると早期にユニット専属の
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職員の新規雇用、その職員への研修の実施が必要であることが確認された。 
 

表 3.1-2 中間評価時の成果 2の達成状況 

指標 指標の達成状況 

2-1 BTV 内にデータ放送

を取り扱う部門が設置さ

れる。 

 BTV の番組編集部の下にデータ放送ユニットが設立された。メンバ

ーは現在 7 名が配属されたが、BTV 局内からの移動でいずれも旧部

署との兼任となっている。 
 課題として、予算を確保し、ユニット専属の職員を新規に雇用し予

定していた職員数を確保するするとともに新しく雇用する職員に対

する研修が必要である。 

2-2 HD を活用した番組

制作マニュアルが作成さ

れる。 

 番組制作マニュアルは準備中である。マニュアルに盛り込む骨子は

概ね固まっている。 
 プロジェクトでは OJT を通して番組制作能力の向上を実施してお

り、ここまで地デジ化特別ニュース番組の制作、放送が実施されて

いる。また現在はエデュティメント番組として、環境問題をテーマ

にした番組制作を実施中である。OJT を通して専門家からの技術移

転が行われており、これらの内容をまとめマニュアル化される予定

である。 

2-3 データ放送番組制作

研修システムが確立され

る。 

 研修システム機材については導入された。また、DBS の入札プロジ

ェクトにより調達されたデータ放送機材一式が利用可能である。 
プロジェクトでは、データ放送番組の企画から放送までに必要とな

る一連の作業に関して研修を実施しており、この内容をまとめデー

タ放送研修計画にまとめる予定である。 

2-4 番組連動、番組非連

動データ放送番組が放送

される。 

 番組非連動データ放送番組は、ポータル、BTV ニュース、BTV 番組

スケジュール、天気について作成され放送されている。今後、モレ

モワカン、サイレントシャウト、フラバドーム、トークバックの 4
つの番組に番組連動データ放送番組を作成するとともに来年 2 月も

しくは 3 月を目途にサッカー中継番組によるデータ放送連動番組を

放送する予定である。 
 

(3) プロジェクト目標の達成状況 

成果 1 に関する指標に関しては、周知広報セミナーやデモではデータ放送をデジタル化により新し

く始まるサービスの柱として宣伝しているため、指標を達成するべく活動が実施されている。しかし、

受信機の調達、市場で購入できる時期がまだ不明である。また、放送網の整備も遅れているため、デ

ータ放送が利用できるエリアはこれから拡大していく（2015 年 11 月以降）。デジタル受信機が普及す

る可能性は高いが、現在の制度では特に受信機の機能は市場原理に任されているので、映像表示機能

のみを持った廉価な受信機が普及することが考えられる。その際には視聴者側でデータ放送など

ISDB-T の機能を生かしたデジタル放送が認識しにくくなり、指標に示されている 34 %以上の認識率

が達成されない恐れがあることが確認された。 
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2 番目の指標に関しては、データ放送コンテンツが制作、送出できる環境は整備されたが、限られ

た職員数またその職員も他の部門との兼務で運営を行っているため職員一人当たりの作業量が過大

となっている。今後のサービスの拡充を考慮すると職員の新規雇用が必要であることが確認された。 
外部条件に記載されており、上位目標の妨げになる可能性があるため、HD 放送設備の迅速な調達

が必要であることが確認された。 
中間評価時の結果要約を表 3.1-3 に示す。 

表 3.1-3 中間評価時の結果要約 

No 評価基準 結果  要約 

1 妥当性 高い 
開発計画、援助方針と整合性があり、しかも日本特有の技術

と妥当性は高い。 

2 有効性 モニターの要有 
プロジェクトは成果を上げつつ目標達成に向かって進展し

ているが、受信機の普及の目途がなくそれによりプロジェク

ト目標の指標達成が妨げられる可能性がある。 

3 効率性 中程度 

日本側、「ボ」国側の投入は概ね計画通り行われているが、

一部の活動では、受信機が普及していないため視聴者に対し

デジタル放送に関する市場調査が実施できない期間があり、

投入の効率が損なわれる結果となった。 

4 インパクト モニターの要有 
上位目標については達成に向かっているが、今後 ISDB-T の

利点が他省庁にも理解され連携したサービスが生まれるか、

DBS が引き続き能力向上に投資できるかに影響される。 

5 自立発展性  モニターの要有 
デジタル放送の発展には受信機の普及と視聴者が必要であ

り、それにより DBS も引き続きプロジェクトの成果を継続

することができる。 

 

3.1.2 最終評価 

最終評価はプロジェクト終了前に実施された。評価方法については中間評価と同じ手法を使用して実

施された。最終評価時の結果要約を表 3.1-2 に示す。 

表 3.1-2 最終評価時の結果要約 

No 評価基準 結果  要約 

1 妥当性 高い 
開発計画、援助方針と整合性があり、しかも日本特有の技術

と妥当性は高い。 

2 有効性 中程度 
受信機の普及が思ったよりも進まず指標を達成することが

できなかった。 

3 効率性 中程度 
機材の調達、受信機の普及の遅れなどがあり一部活動では期

待された効果を得られなかった。 

4 インパクト 高い 
地デジ化は今後も DBS の優先課題として取り組まれる計画

で上位目標達成の可能性は高い。 

5 自立発展性 中程度 番組制作能力、データ放送番組などは引き続き能力向上が図
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No 評価基準 結果  要約 

られる計画である。一方受信機の普及の遅れがこれらの計画

に影響する可能性がある。 

 

3.2 プロジェクト実施や計画に影響を与えた事項 

プロジェクトの実施や計画に影響を与えた事項について貢献要因、阻害要因を表 3-2.1 に記す。 

(1) 貢献要因 

貢献要因としては、JCC を「ボ」国側のオーナーシップにより定期的に開催したため、カウンター

パートの活動に対する自覚を促すことができた。また、各作業部会が抱える課題を確認することで

PDM を改訂するなど適切なプロジェクトの運営を実施することができた。また、地デジ化について全

体的なアプローチをとったため、各項目に関する情報交換が適切に実施することができ、連携のとれ

た活動が実施できたと考える。活動に当たっては、DBS が政府メディアとして、他の新聞などのメデ

ィア、地方政府等と強い連携があったため、特に周知広報活動等は、協力体制が円滑に構築すること

ができ効果を上げることができた。DBS は予算の執行に制約があり、周知広報活動や取材活動等、適

正な時期に実施することが難しかったところ、プロジェクトの予算を使用し、広報グッズの調達、取

材のための車両の調達などを補完することで活動の効果を上げることができた。 

(2) 阻害要因 

阻害要因としては、デジタル受信機が普及しなかったことが大きいと考えられる。デモンストレー

ションなどではデータ放送を体験してもらうことはできたが、同時に受信機をどこでいつ購入できる

かといった質問を受けた時に具体的な回答ができなかった。そのため、受信機を市場に出しながらの

実践的な周知広報活動ができず広報効果に影響が出だ。また、データ放送の認識率の向上にも歯止め

がかかったと考えられる。また、HD 番組制作についても機材の調達が遅れ、番組制作を HD で実施

することができなかった。作業部会によっては一部 DBS が独自に外部調達した活動と重複し、メン

バーの参加が十分得られない活動もあり効率性が損なわれた。DBS 側の対応として事務所や車両の提

供など一部不十分な点があり、プロジェクトで車両を調達する必要があるなど一部活動に支障が出た。 

表 3.2-1 プロジェクト実施に影響を与えた事項 

No 貢献要因 阻害要因 

1 JCC の定期的な開催 受信機が普及しなかったこと 

2 
地デジ化に関して全体的なアプローチをとっ

たこと 
HD 番組制作機材が調達されなかったこと 

3 
DBSが他の政府メディア機関と強い連携があ

ったこと 
作業部会への参加が一部得られなかったこと 

4 
プロジェクトが活動実施の費用の一部を担っ

たこと 
R/D で記載された事務所、車両が一部提供され

なかったこと 
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3.3 プロジェクトリスク管理の評価 

プロジェクトでは JCC を通して定期的に活動の進捗をモニターしており、作業の遅れや外部環境の変

化に応じて適切に PDM を変更するなどリスク管理を行った。特に中間評価後には、外部条件への対応、

プロジェクト目標達成のため活動を大きく追加し対応するなど事前に対応することができた。 

 

3.4 教訓 

最終評価時にレビューを通じて以下に示す教訓を抽出した。 

(1) デジタル受信機の準備 

デジタル受信機の普及の遅れは地デジ化に大きく影響する。特に市場が小さな国では、デジタル放

送網が始まっても、受信機が市場に出ない可能性がある。関係機関は技術規格を早期に準備し、デジ

タル受信機購入のための補助金設定や受信機の配布など普及のための施策を準備する必要がある。 

(2) 市場調査の必要性 

地デジ化では視聴者のテレビの視聴方法について理解する必要がある。地上波が主要な受信手段と

なっている国と、衛星やケーブルテレビが普及している国では ASO への対応が変わってくる。また、

デジタル化にあたり番組編成を考える上でも視聴者の番組嗜好を把握することが必要である。放送局

は定期的に視聴者調査を実施することが好ましい。 

(3) 政治的リーダーシップの必要性と地デジ全体を横断的に取り組める組織の必要性 

地デジ化には、異なる省庁の連携が必要である。特に受信機の配布など財政の支出が必要な施策に

は強い政治的リーダーシップがなければ実現が難しい。短期間にデジタル受信機を普及させ地デジ化

を成功させるためには各種補助制度等の創設も必要である。また、データ放送等で政府情報を提供す

るためにも関係する省庁を横断する組織が必要である。 

(4) 地デジに関する他のプロジェクトの連携と情報交換 

「ボ」国側では、放送網構築、周知広報活動、コールセンター、HD スタジオ機材、データ放送機

材の調達などを独自に調達して実施していた。プロジェクトと活動が強く関連するものもあり、周知

広報活動等連携して効果的に実施できた活動もあったが、情報共有が不十分で作業に手戻りなどが発

生する項目もあった。それぞれの WG のリーダーが適切に作業割をして情報交換を実施する必要があ

る。 

(5) 地デジの開始のタイミングと受信機が利用できるタイミングの変更 

「ボ」国では ITU の合意に合わせ 2015 年 6 月にデジタル放送を開始したが、まだ視聴者の間に受

信機が普及していない状況である。地デジ化の周知広報活動もそれに合わせて実施したが、受信機が

ないため効果的な広報活動が実施できない状況が続いている。地デジ開始は受信機普及の見込みも考

慮する必要がある。 

(6) 周知広報活動における現地企業、組織の活用 

周知広報を効果的に実施するためには地方でもセミナーやデモンストレーションを開く必要があ

る。プロジェクトで国全体をカバーすることは実質的に難しいので現地企業や地方自治体名の既存の

関係組織を活用することで効果的に周知広報を実施することができた。 
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(7) 優先順位を考慮した活動とプロジェクト範囲 

プロジェクトでは、地デジ化に関係する範囲を広く浅くカバーした。プロジェクトで全ての範囲を

取り扱ったことから情報共有と言う面で利点もあったが、例えば HD 番組制作などでは本来、技術的

な研修から番組演出、制作運営などのさまざまな能力が必要なところ一部技術に特化して支援を行う

こととなった。優先順位をつけその分野に注力することでより効果を上げることができたと考えられ

る。 
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第 4 章 プロジェクト終了後の上位目標達成について 

4.1 上位目標達成の見込み 

プロジェクトの上位目標は「ISDB-T の特長を生かした地上デジタル放送が効果的に利用できる」であ

る。現在の DBS のデジタル化への取組み、またデジタル化が次の国家開発計画でも取り上げられること

を考慮すると上位目標達成の可能性は高い。しかし、適切な受信機の普及は、指標には直接影響しない

が、視聴者側の地上デジタル放送を効果的に利用する環境に影響を与えるため対策が必要である。 
表 4.1-1 に指標及び達成可能性について示す。 

表 4.1-1 指標及び達成可能性 

指標 達成度可能性 備考 

1．デジタル放送が 65 ％以上の

エリアで利用可能である。 
高い 

現在のアナログ放送網（送信所 47 ヵ所）と同等

の送信所を既に 45 ケ所開設しており、アナログ

放送が対人口比カバレージ 85％を達成している

ことからも達成見込みが高い。 

2．番組に連動したデータ放送番

組が年間 3 つ以上制作される。 
高い 

既に 4 番組制作されており、BTV はデータ放送

に力を入れていることからも達成見込みが高

い。 

3．年間 20 以上の HD 番組を制作

する。 
高い 

年間平均 18 本程度制作しており、ローカルコン

テンツの制作に力を入れていることからも機材

が全て HD 化されれば、達成見込みは高い。 

 

4.2 上位目標達成に向けた実施工程と実施体制 

上位目標達成の見込みは高いが以下の項目について、引き続き取り組む必要がある。 

(1) カバレージシミュレーションと電測の実施 

指標ではデジタル放送が 65 ％以上のエリアで利用可能であるという国家開発目標に書かれた数

値目標を入れている。的確な計画作りには、カバレージの把握のためのシミュレーション実施する

ことが最も効率的である。また、シミュレーション結果については実際の電波測定を実地で行いシ

ミュレーションとの差異を確認しカバレージエリアの確認を実施する必要がある。デジタル放送で

はアナログとほぼ同じ送信所から電波を出しているが、送信周波数を VHF から UHF へ変更してい

る局もあり、指標の確認、またカバレージは ASO の指標にも採用しており、難視聴地域への対策

のためにもエリアの確実な把握が必要である。 

(2) データ放送ユニットの能力強化 

現在実施しているデータ放送サービスは、まだ初期の段階のものである。今後、デジタル受信機

が普及した際に利用者を増やすため、またデータ放送が視聴できる受信機の普及を促進するために

もサービスの拡張が求められる。BTV では既に電子政府の機能をデータ放送で実現する計画を持っ

ており、また番組連動データ放送コンテンツを増やす計画がある。番組連動に関しては、今までは

番組出演者の情報など静的な情報であったが、今後はスポーツの生放送などと連動し、番組中に得

点や交代した選手の情報などがタイムリーに更新される動的な情報も提供できる能力が必要とさ

れる。視聴者のデータ放送利用を促進するためにも魅力的なコンテンツ制作が必要である。 
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(3) HD番組制作の能力強化 

「ボ」国の放送規則ではテレビ放送ではローカルコンテンツの放送時間が 20 ％以上であること

が求められている。また、新しい地上波デジタル放送免許でもローカルコンテンツの割合を漸進的

に増やすことが求められる予定である。BTV は国営放送であるため放送法、放送規則による規制を

免除されているが、特に中高年の視聴者からはローカルコンテンツに対する要望が高い。BTV の番

組制作はスポーツの中継や、スタジオでのトーク番組の収録など比較的編集作業の少ない番組が多

い。今後は本プロジェクトの OJT で実施したように取材を行い編集作業が伴う番組制作の能力を向

上させることが求められる。現在、「ボ」国の視聴者の多くはフィリバオと呼ばれる衛星受信機で

無料の衛星テレビ放送を視聴しているが、HD で魅力的な番組制作をすると共にデータ放送等、地

上波でしか視聴できないサービスと組み合わせて提供することで地上波の視聴率を上げることが

できると考えられる。 
 

4.3 上位目標達成に向けた「ボ」国側への提言 

上位目標達成のため下記の項目について検討することを提案する。 

(1) デジタル受信機普及のための宣伝 

番組制作、送信側の能力が整っても視聴者の受信機買い替えが進まなければ、ASO ができず地デジ

移行を完了できない。また、視聴者からフィードバックを得ることで新たなサービスの検討、番組の

質の向上を図ることができる。現在、受信機がないため周知広報活動を一時止めている状況であるが、

市場に受信機が出た際には、再度受信機普及のための周知広報を行う必要がある。 
また、低所得者への支援策など各種補助制度を整備し早期にデジタル受信機が普及する仕組みを取

る必要がある。 

(2) デジタル放送カバレージの分析 

上位目標の指標の一つとしてデジタル放送のカバレージを利用している。DBS では委託業務により

シミュレーションを実施する予定であるが、計画段階で予定カバレージを正しく把握し、難視聴エリ

アに対する対策を実施するためには各地で電波測定を実施する必要がある。プロジェクト終了後 DBS
が独自にカバレージの分析を行い必要な場所にはギャップフィラーを設置するなどの対策が必要で

ある。 

(3) ASO へ向けた広報 

ASO は地上波が見られなくなることから DSO に比べ社会的影響が大きい。視聴者へ十分周知し事

前に対策を取ってもらう必要がある。ASO については、受信機の買い替え、設置の方法等、これまで

の広報内容とは異なった活動が必要である。コールセンターを通し、確実に的確に、視聴者への支援

をすることが必須である。 

(4) データ放送ユニットの強化 

BTV ではデータ放送を地デジ化により視聴者が受益するサービスの一つとして力を入れている。今

後、電子政府化の一環としてデータ放送で政府情報を配布する計画もあり、番組内容を充実させるに

は人員を増強する必要がある。また、サッカー中継など生放送を連動したデータ放送番組を放送する

には、放送中のデータ更新など現在の手法に加え、新しい運用方法を習得する必要がある。これらの
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能力強化には引き続き、適切で十分な研修を担当職員に対して行う必要がある。 

(5) ローカルコンテンツの強化 

指標として年間 20 本以上の番組制作を採用している。「ボ」国では放送法規則でローカルコンテン

ツの割合を定めている。BTV は国営放送で放送法の適用除外対象ではあるが、視聴者のローカルコン

テンツに対する期待は高い。地上波の視聴者を増やし、BTV の視聴率を上げるためにもローカルコン

テンツの制作は重要である。視聴者の意向を十分に把握し、尊重し、柔軟な番組編成を行うことが求

められる。また番組編成は、BTV 自らが行える環境の構築が最善である。 

(6) 上記実施のための予算の確保 

上記項目を確実に実施するためには、事前に計画を立て予算を確保する必要がある。長期的な計画

を作成し、毎年予算を確保することで確実に実施できる体制を作る必要がある。 
 

4.4 プロジェクト終了から事業評価までのモニタリング計画 

モニタリングについては JCC でのモニタリング手法を引き継ぎ、半年に 1 回、各プロジェクトの責任

者が集まり全体の事業進捗について確認、情報交換を実施するとともに、各活動項目についても作業分

解図を作成し、それぞれの活動計画、指標を設け進捗管理することが必要である。 
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Project Name：Implementation of the Digital Migration Project 

Period of Implementation: July 2014 ～June 2016 Target Group: Government Staff concerned with Implementation of Digital Migration 

Target Area: Whole Country of Botswana Date: 12 Mar. 2014 
Implementing Agency: Department of Broadcasting Services, Ministry of State President (DBS) Ver. 0-7 

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption 

Overall Goal 

Terrestrial digital broadcasting that 
takes advantage of the features of 
Integrated Services Digital 
Broadcasting-Terrestrial (ISDB-T) 
is effectively available. 

1. Terrestrial digital broadcasting service area covers 65% or more
of Botswana (the target in NDP10).

2. ○ or more number of programs that linked with the data
broadcasting contents are produced per year.

3. ○ or more number of High Definition (HD) programs are
produced per year.

1. Radio Wave Measurement

2. Broadcasting Program Schedule

3. Broadcasting Program Schedule

Project Purpose 

Environment, which allows DBS to 
implement self-sustainably the 
terrestrial digital broadcasting that 
takes advantage of the features of 
ISDB-T, is ready. 

1. ○% or more customers recognize the terrestrial data
broadcasting of Botswana Television (BTV).

2. Facilities and human resources planned as necessary for
producing and broadcasting HD programs based on ISDB-T data
broadcasting are developed.

1. Customer Sample Survey

2. Project Progress Report

・Developments of DTTB
network and related
equipment are
executed as planned.
・ISDB-T receivers are

penetrated to
households as
planned.

Outputs 

1. Various plans necessary for
migration to digital
broadcasting are developed.

2. DBS’s capacity of producing
programs including High
Definition (HD) and data
broadcasting is improved.

1-1. Roadmap towards Analogue Switch Off (ASO) is developed.
1-2 National Standards of Receivers are developed.
1-3 Terrestrial Digital Broadcasting Station Licensing Criteria are

developed.
1-4 Public Relations Plan is developed.
2-1. Sections that handle data broadcasting are established in BTV.
2-2. HD Program Production Manual is developed.
2-3, A training system for producing data broadcasting program is

established.
2-4. Program-linked and non-linked data are broadcasted.

1-1 ASO Roadmap
1-2. National Receiver Standards
1-3. Broadcasting Station Licensing

Criteria
1-4. Public Relations Plan
2-1. BTV Organization Chart
2-2. HD Program Production Manual
2-3. Training plan for data

broadcasting program
2-4. Broadcasting Program Schedule

・Various approval
process by the
concerned
organizations are not
delayed.
・Staff received trainings

does not resign the
BTV.

Activities Inputs 

1. Relative to various plans for digital migration
1-1 To establish Technology and Licensing Working Group,

Public Relations Working Group
1-2 To review a roadmap towards ASO
1-3 To review technical standards related to ISDB-T
1-4 To develop regulations for terrestrial broadcasting station

licensing criteria
1-5 To review Public Relations Plan for Digital Migration

Japanese Side 
1. JICA Experts
(1) Chief Advisor/Policy & Strategy
(2) Institution/Training Plan
(3) ASO Plan/Technical Standards
(4) Public Relations Plan
(5) HD Program Production
(6) Data Broadcasting Contents

Production
(7) Data Broadcasting Programming

Botswana Side 
1. C/P Personnel
(1) Project Manager
(2) Deputy Project Manager
(3) Leader of Technology and Licensing

Working Group (WG)
(4) Leader of Public Relations WG
(5) Leader of Program Production WG
(6) Leader of Programming WG
(7) Leader of Data Broadcasting WG

・C/P personnel continue
to work on the Project.
・Staff received trainings

does not resign the
BTV.
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2. Relative to DBS’s capacity of producing programs 
2-1 To establish Program Production Working Group, 

Programming Working Group and Data Broadcasting 
Working Group 

2-2 To develop HD program production capability 
2-3 To establish a section that produce data broadcasting 

program 
2-4 To develop a training system for producing data 

broadcasting program 
2-5 To develop programming plan of digital broadcasting, 

including data broadcasting, based on the market needs 
survey  

2-6 To plan and produce program-linked and non-linked data 
broadcasting 

2. Equipment 
・Data Broadcasting Contents 

Management System: 1 set 
3. Training in Japan 
・HD Studio Operations (Camera, 

Lighting, Audio, Video Engineer) 
・Digital Terrestrial Television 

Broadcasting (DTTB) Training 
(including Data Broadcasting) 

2. Members of Working Groups 
3. Project Office for Experts (in both 

BOCRA and DBS) 
4. Project Vehicles: 2 cars 
5. Existing BTV’s facilities and 

equipment that can be utilized for 
Terrestrial Digital Broadcasting 

6. All equipment that should be 
procured during the Implementation 
Period of the Technical Cooperation 
Project for migration to ISDB-T 

 

Preconditions 

・Relevant ministries and 
agencies are ready to 
cooperate for migration 
to terrestrial digital 
broadcasting. 
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Project Name: Implementation of the Digital Migration Project  

Period of Implementation: September 2014 to August 2016 Target Group: Staff of DBS, BOCRA and other concerned with Implementation of the Digital Migration 

Target Area: The Entire Country of Botswana Date: 24th Sep. 2014 

Implementing Agency: Department of Broadcasting Services (DBS), Ministry of State President Version. 1  
Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption 

Overall Goal    

Terrestrial digital broadcasting that takes 
advantage of the features of Integrated 
Services Digital Broadcasting-Terrestrial 
(ISDB-T) is effectively available. 

1. Terrestrial digital broadcasting service area covers 65% or more of Botswana 
(the target in NDP10). 

2. ○ or more number of programs that linked with the data broadcasting contents 
are produced per year. 

3. ○ or more number of High Definition (HD) programs are produced per year. 

1. Radio Wave Measurement 
 
2. Broadcasting Program Schedule 
 
3. Broadcasting Program Schedule 

 

Project Purpose    

Environment, which allows DBS to 
implement self-sustainably the terrestrial 
digital broadcasting that takes advantage 
of the features of ISDB-T, is ready. 

1. ○% or more customers recognize the terrestrial data broadcasting of 
Botswana Television (BTV). 

2. Facilities and human resources planned as necessary for producing and 
broadcasting HD programs based on ISDB-T data broadcasting are developed. 

1. Customer Sample Survey 
 
2. Project Progress Report 
 

・Developments of DTTB network and 
related equipment are executed as 
planned. 
・ISDB-T receivers are penetrated to 

households as planned. 
Outputs    

1.  Various plans necessary for migration 
to digital broadcasting are developed. 

2. DBS’s capacity of producing 
programs including High Definition 
(HD) and data broadcasting is 
improved. 

1-1. Analogue Switch Off (ASO) Plan is developed. 
1-2. Botswana ISDB-T Standards is developed. 
1-3. Specifications of receivers is prepared. 
1-4. Terrestrial Digital Broadcasting Station Licensing Criteria are developed. 
1-5. Draft Public Relations Plan is developed. 
2-1. Sections that handle data broadcasting are established in BTV. 
2-2. HD Program Production Manual is developed. 
2-3. A training system for producing data broadcasting program is established.  
2-4. Program-linked and non-linked data are broadcasted. 

1-1 ASO Plan 
1-2. Botswana ISDB-T Standards 
1-3. Specifications of receivers 
1-4. Terrestrial broadcasting station licensing 

criteria 
1-5. Draft Public Relations Plan 
2-1. BTV Organization Chart 
2-2. HD Program Production Manual 
2-3. Training plan for data broadcasting 

program 
2-4. Broadcasting Program Schedule 

・Various approval process by the 
concerned organizations are not 
delayed. 
・Staff received trainings does not 

resign DBS. 

Activities Inputs  

1. Relative to various plans for digital migration 
1-1 To establish Technology and Licensing Working Group, Public 

Relations Working Group  
1-2 To prepare ASO plan 
1-3 To review Botswana ISDB-T Standards 
1-4 To review specifications of receivers  
1-5 To prepare terrestrial broadcasting station licensing criteria 
1-6 To develop Draft Public Relations Plan for Digital Migration 

Japanese Side 
1. JICA Experts 
(1) Team Leader/Policy & Strategy 
(2) Institution/Training Plan 1 
(3) ASO Plan/Technical Standards 1 
(4) Technical Standards 2 
(5) Public Relations Plan/Training Plan 2 
(6) HD Program Production 
(7) Data Broadcasting Contents Production 
(8) Data Broadcasting Coding 
(9) Data Broadcasting Design 
(10) Data Broadcasting Programming 

Botswana Side 
1. C/P Personnel 
(1) Project Manager 
(2) Deputy Project Manager 
(3) Leader of Technology and Licensing 

Working Group (WG) 
(4) Leader of Public Relations WG 
(5) Leader of Program Production WG 
(6) Leader of Programming WG 
(7) Leader of Data Broadcasting WG 

・C/P personnel continue to work on 
the Project. 
・Staff received trainings does not 

resign DBS. 

2. Relative to DBS’s capacity of producing programs 
2-1 To establish Program Production Working Group, Programming 

Working Group and Data Broadcasting Working Group 
2-2 To develop HD program production capability 
2-3 To establish a section that produce data broadcasting program 
2-4 To develop a training system for producing data broadcasting program 
2-5 To develop programming plan of digital broadcasting, including data 

broadcasting, based on the market needs survey  
2-6 To plan and produce program-linked and non-linked data broadcasting 

2. Equipment 
・*Data Broadcasting Contents Management 

System: 1 set 
3. Training in Japan 
・HD Studio Operations (Camera, Lighting, 

Audio, Video Engineer) 
・Digital Terrestrial Television Broadcasting 

(DTTB) Training (including Data 
Broadcasting) 

2. Members of Working Groups 
3. Project Office for Experts (in both BOCRA 

and DBS) 
4. Project Vehicles: 2 cars 
5. Existing BTV’s facilities and equipment that 

can be utilized for Terrestrial Digital 
Broadcasting 

6. All equipment that should be procured during 
the Implementation Period of the Technical 
Cooperation Project for migration to ISDB-T 

 

Preconditions 

・Digital migration plan is not 
excluded from the national 
development plan. 
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Project Name: Implementation of the Digital Migration Project 

Period of Implementation: September 2014 to August 2016   Target Group: Staff of DBS, BOCRA and other concerned with Implementation of the Digital Migration 

Target Area: The Entire Country of Botswana   Date: 20th Mar. 2015 

Implementing Agency: Department of Broadcasting Services (DBS), Ministry of State President   Version. 2 
Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption 

Overall Goal 

Terrestrial digital broadcasting that takes 
advantage of the features of Integrated 
Services Digital Broadcasting-Terrestrial 
(ISDB-T) is effectively available. 

1. Terrestrial digital broadcasting service area covers 65% or more of Botswana
(the target in NDP10).

2. 3 or more number of programs that linked with the data broadcasting contents
are produced per year.

3. 20 or more number of High Definition (HD) programs are produced per year.

1. Radio Wave Measurement

2. Broadcasting Program Schedule

3. Broadcasting Program Schedule 
Project Purpose 

Environment, which allows DBS to 
implement self-sustainably the terrestrial 
digital broadcasting that takes advantage 
of the features of ISDB-T, is ready. 

1. 34% or more customers recognize the terrestrial data broadcasting of
Botswana Television (BTV).

2. Facilities and human resources planned as necessary for producing and 
broadcasting HD programs based on ISDB-T data broadcasting are developed.

1. Customer Sample Survey 

2. Project Progress Report

・Developments of DTTB network and 
related equipment are executed as 
planned. 

・Developments of HD studio systems 
are executed as planned. 
・ISDB-T receivers are penetrated to

households as planned.
Outputs 

1. Various plans necessary for 
migration to digital broadcasting are
developed.

2. DBS’s capacity of producing 
programs including High Definition 
(HD) and data broadcasting is
improved.

1-1. Analogue Switch Off (ASO) Plan is developed.
1-2. Botswana ISDB-T Standards is developed.
1-3. Specifications of receivers is prepared.
1-4. Terrestrial broadcasting station licensing criteria are developed.
1-5. Draft Public Relations Plan is developed.
2-1. Sections that handle data broadcasting are established in BTV.
2-2. HD Program Production Manual is developed.
2-3. A training system for producing data broadcasting program is established.
2-4. Program-linked and non-linked data are broadcasted.

1-1 ASO Plan 
1-2. Botswana ISDB-T Standards
1-3. Specifications of receivers
1-4. Terrestrial broadcasting station licensing 

criteria 
1-5. Draft Public Relations Plan
2-1. BTV Organization Chart
2-2. HD Program Production Manual 
2-3. Training plan for data broadcasting

program
2-4. Broadcasting Program Schedule 

・Various approval process by the
concerned organizations are not
delayed.
・Staff received trainings does not

resign DBS.

Activities Inputs 

1. Relative to various plans for digital migration
1-1 To establish Technology and Licensing Working Group, Public

Relations Working Group
1-2 To prepare ASO plan
1-3 To review Botswana ISDB-T Standards
1-4 To review specifications of receivers
1-5 To review terrestrial broadcasting station licensing criteria 
1-6 To develop Draft Public Relations Plan for Digital Migration 
1-7 To conduct public relations activities in accordance with the Draft Public

Relations Plan 

Japanese Side 
1. JICA Experts
(1) Team Leader/Policy & Strategy 
(2) Institution/Training Plan 1 
(3) ASO Plan/Technical Standards 1 
(4) Technical Standards 2 
(5) Public Relations Plan/Training Plan 2 
(6) HD Program Production
(7) Data Broadcasting Contents Production
(8) Data Broadcasting Coding
(9) Data Broadcasting Design
(10) Data Broadcasting Programming
(11) Production Engineering

Botswana Side 
1. C/P Personnel 
(1) Project Manager
(2) Deputy Project Manager
(3) Leader of Technology and Licensing 

Working Group (WG) 
(4) Leader of Public Relations WG
(5) Leader of Program Production WG 
(6) Leader of Programming WG
(7) Leader of Data Broadcasting WG 

・C/P personnel continue to work on 
the Project.
・Staff received trainings does not

resign DBS.

2. Relative to DBS’s capacity of producing programs
2-1 To establish Program Production Working Group, Programming

Working Group and Data Broadcasting Working Group 
2-2 To develop HD program production capability
2-3 To establish a section that produce data broadcasting program
2-4 To develop a training system for producing data broadcasting program
2-5 To develop programming plan of digital broadcasting, including data 

broadcasting, based on the market needs survey 
2-6 To plan and produce program-linked and non-linked data broadcasting 

2. Equipment
・*Data Broadcasting Contents Management

System: 1 set 
2. Training in Japan 
・HD Studio Operations (Camera, Lighting,

Audio, Video Engineer)
・Digital Terrestrial Television Broadcasting 

(DTTB) Training (including Data
Broadcasting) 

2. Members of Working Groups
3. Project Office for Experts (in both BOCRA

and DBS) 
4. Project Vehicles: 2 cars
5. Existing BTV’s facilities and equipment that

can be utilized for Terrestrial Digital 
Broadcasting 

6. All equipment that should be procured during 
the Implementation Period of the Technical 
Cooperation Project for migration to ISDB-T

Preconditions 

・Digital migration plan is not
excluded from the national
development plan.

*Procurement of CMS will be determined late
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Project Name: Implementation of the Digital Migration Project 

Period of Implementation: September 2014 to August 2016    Target Group: Staff of DBS, BOCRA and other concerned with Implementation of the Digital Migration 

Target Area: The Entire Country of Botswana    Date: 10 September 2015 

Implementing Agency: Department of Broadcasting Services (DBS), Ministry of State President    Version. 3 
Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption 

Overall Goal 

Terrestrial digital broadcasting that takes 
advantage of the features of Integrated 
Services Digital Broadcasting-Terrestrial 
(ISDB-T) is effectively available. 

1. Terrestrial digital broadcasting service area covers 65% or more of Botswana (the 
target in NDP10).

2. 3 or more number of programs that linked with the data broadcasting contents are
produced per year.

3. 20 or more number of High Definition (HD) programs are produced per year.

1. Radio Wave Measurement

2. Broadcasting Program Schedule

3. Broadcasting Program Schedule
Project Purpose 

Environment for the terrestrial digital 
broadcasting that takes advantage of the 
features of ISDB-T is ready. 

1. 34% or more customers recognize the terrestrial data broadcasting of Botswana 
Television (BTV).

2. Facilities and human resources planned as necessary for producing and 
broadcasting HD programs based on ISDB-T data broadcasting are developed.

1. Customer Sample Survey

2. Project Monthly Report

・Developments of DTTB network and related
equipment are executed as planned.
・Developments of HD studio systems are

executed as planned.
・ISDB-T receivers are penetrated to households 

as planned. 
Outputs 

1. Various plans and systems necessary for
migration to digital broadcasting are 
developed.

2. DBS’s capacity of producing programs 
including High Definition (HD) and data
broadcasting is improved.

1-1. Analogue Switch Off (ASO) Plan is developed.
1-2. Botswana ISDB-T Standards is developed.
1-3. Specifications of receivers is prepared.
1-4. Terrestrial broadcasting station licensing criteria are developed.
1-5. Draft Public Relations Plan is developed.
1-6. Operation manual for the test centre is prepared.
1-7. Operation manual for the call centre is prepared.
2-1. Sections that handle data broadcasting are established in BTV.
2-2. HD Program Production Manual is developed.
2-3. A training system for producing data broadcasting program is established. 
2-4. Program-linked and non-linked data are broadcasted.
2-5. Procurement plan of HD studio systems is developed.

1-1 ASO Plan
1-2. Botswana ISDB-T Standards
1-3. Specifications of receivers
1-4. Terrestrial broadcasting station licensing 

criteria
1-5. Draft Public Relations Plan
1-6. Operation manual for test centre
1-7. Operation manual for call centre
2-1. BTV Organization Chart
2-2. HD Program Production Manual
2-3. Training plan for data broadcasting program
2-4. Broadcasting Program Schedule
2-5. Procurement Plan of HD Studio Systems

・Various approval process by the concerned
organizations are not delayed.
・Staff received trainings does not resign DBS.

Activities Inputs 

1. Relative to various plans for digital migration
1-1 To establish Technology and Licensing Working Group, Public Relations 

Working Group 
1-2 To prepare ASO plan
1-3 To review Botswana ISDB-T Standards
1-4 To review specifications of receivers 
1-5 To review terrestrial broadcasting station licensing criteria 
1-6 To develop Draft Public Relations Plan for Digital Migration
1-7 To conduct public relations activities in accordance with the Draft Public 

Relations Plan
1-8 To establish a test centre for compliance with set specifications and receivers 

penetration assurance
1-9 To develop viewers support through a call centre operation

Japanese Side 
1. JICA Experts
(1) Team Leader/Policy & Strategy
(2) Institution/Training Plan 1
(3) ASO Plan/Technical Standards 1
(4) Technical Standards 2
(5) Public Relations Plan/Training Plan 2
(6) HD Program Production
(7) Data Broadcasting Contents Production
(8) Data Broadcasting Coding
(9) Data Broadcasting Design
(10) Data Broadcasting Programming
(11) Production Engineering
(12) HD Procurement Plan

2. Training in Japan
・HD Studio Operations (Camera, Lighting, Audio,

Video Engineer) 
・Digital Terrestrial Television Broadcasting 

(DTTB) Training (including Data Broadcasting)

3. Equipment
Test Centre Equipment: 1 set

Botswana Side 
1. C/P Personnel
(1) Project Manager
(2) Deputy Project Manager
(3) Leader of Technology and Licensing Working 

Group (WG) 
(4) Leader of Public Relations WG
(5) Leader of Program Production WG 
(6) Leader of Programming WG
(7) Leader of Data Broadcasting WG 

2. Members of Working Groups

3. Project Office for Experts (in both BOCRA and 
DBS) 

4. Project Vehicles: 2 cars

5. Existing BTV’s facilities and equipment that can 
be utilized for Terrestrial Digital Broadcasting

6. All equipment that should be procured during 
the Implementation Period of the Technical 
Cooperation Project for migration to ISDB-T

・C/P personnel continue to work on the Project.
・Staff received trainings does not resign DBS.

2. Relative to DBS’s capacity of producing programs
2-1 To establish Program Production Working Group, Programming Working 

Group and Data Broadcasting Working Group
2-2 To develop HD program production capability
2-3 To establish a section that produce data broadcasting program
2-4 To develop a training system for producing data broadcasting program
2-5 To develop programming plan of digital broadcasting, including data 

broadcasting, based on the market needs survey 
2-6 To plan and produce program-linked and non-linked data broadcasting
2-7 To develop procurement plan of HD studio systems

Preconditions 

・Digital migration plan is not excluded from the 
national development plan.
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Project Name: Implementation of the Digital Migration Project 

Period of Implementation: September 2014 to August 2016    Target Group: Staff of DBS, BOCRA and other concerned with Implementation of the Digital Migration 

Target Area: The Entire Country of Botswana    Date: 22 April 2016 

Implementing Agency: Department of Broadcasting Services (DBS), Ministry of State President    Version. 4 
Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption 

Overall Goal 

Terrestrial digital broadcasting that takes 
advantage of the features of Integrated 
Services Digital Broadcasting-Terrestrial 
(ISDB-T) is effectively available. 

1. Terrestrial digital broadcasting service area covers 65% or more of Botswana (the 
target in NDP10).

2. 3 or more number of programs that linked with the data broadcasting contents are
produced per year.

3. 20 or more number of High Definition (HD) programs are produced per year.

1. Radio Wave Measurement

2. Broadcasting Program Schedule

3. Broadcasting Program Schedule
Project Purpose 

Environment for the terrestrial digital 
broadcasting that takes advantage of the 
features of ISDB-T is ready. 

1. 34% or more customers recognize the terrestrial data broadcasting of Botswana 
Television (BTV).

2. Facilities and human resources planned as necessary for producing and 
broadcasting HD programs based on ISDB-T data broadcasting are developed.

1. Customer Sample Survey

2. Project Monthly Report

・Developments of DTTB network and related
equipment are executed as planned.
・Developments of HD studio systems are

executed as planned.
・ISDB-T receivers are penetrated to households 

as planned. 
Outputs 

1. Various plans and systems necessary for
migration to digital broadcasting are 
developed.

2. DBS’s capacity of producing programs 
including High Definition (HD) and data
broadcasting is improved.

1-1. Analogue Switch Off (ASO) Plan is developed.
1-2. Botswana ISDB-T Standards is developed.
1-3. Specifications of receivers is prepared.
1-4. Terrestrial broadcasting station licensing criteria are developed.
1-5. Draft Public Relations Plan is developed.
1-6. Operation manual for the test centre is prepared.
1-7. Operation manual for the call centre is prepared.
2-1. Sections that handle data broadcasting are established in BTV.
2-2. HD Program Production Manual is developed.
2-3. A training system for producing data broadcasting program is established. 
2-4. Program-linked and non-linked data are broadcasted.
2-5. Procurement plan of HD studio systems is developed.

1-1 ASO Plan
1-2. Botswana ISDB-T Standards
1-3. Specifications of receivers
1-4. Terrestrial broadcasting station licensing 

criteria
1-5. Draft Public Relations Plan
1-6. Operation manual for test centre
1-7. Operation manual for call centre
2-1. BTV Organization Chart
2-2. HD Program Production Manual
2-3. Training plan for data broadcasting program
2-4. Broadcasting Program Schedule
2-5. Procurement Plan of HD Studio Systems

・Various approval process by the concerned
organizations are not delayed.
・Staff received trainings does not resign DBS.

Activities Inputs 

1. Relative to various plans for digital migration
1-1 To establish Technology and Licensing Working Group, Public Relations 

Working Group 
1-2 To prepare ASO plan
1-3 To review Botswana ISDB-T Standards
1-4 To review specifications of receivers 
1-5 To review terrestrial broadcasting station licensing criteria 
1-6 To develop Draft Public Relations Plan for Digital Migration
1-7 To conduct public relations activities in accordance with the Draft Public 

Relations Plan
1-8 To establish a test centre for compliance with set specifications and receivers 

penetration assurance
1-9 To develop viewers support through a call centre operation

Japanese Side 
1. JICA Experts
(1) Team Leader/Policy & Strategy
(2) Institution/Training Plan 1
(3) ASO Plan/Technical Standards 1
(4) Technical Standards 2
(5) Public Relations Plan/Training Plan 2 
(6) HD Program Production
(7) Data Broadcasting Contents Production
(8) Data Broadcasting Coding
(9) Data Broadcasting Design
(10) Data Broadcasting Programming
(11) Production Engineering
(12) HD Procurement Plan
(13) Test Centre Operation

2. Training in Japan
・HD Studio Operations (Camera, Lighting, Audio,

Video Engineer) 
・Digital Terrestrial Television Broadcasting 

(DTTB) Training (including Data Broadcasting)

3. Equipment
Test Centre Equipment: 1 set

Botswana Side 
1. C/P Personnel
(1) Project Manager
(2) Deputy Project Manager
(3) Leader of Technology and Licensing Working 

Group (WG) 
(4) Leader of Public Relations WG
(5) Leader of Program Production WG 
(6) Leader of Programming WG
(7) Leader of Data Broadcasting WG 

2. Members of Working Groups

3. Project Office for Experts (in both BOCRA and 
DBS) 

4. Project Vehicles: 2 cars

5. Existing BTV’s facilities and equipment that can 
be utilized for Terrestrial Digital Broadcasting

6. All equipment that should be procured during 
the Implementation Period of the Technical 
Cooperation Project for migration to ISDB-T

・C/P personnel continue to work on the Project.
・Staff received trainings does not resign DBS.

2. Relative to DBS’s capacity of producing programs
2-1 To establish Program Production Working Group, Programming Working 

Group and Data Broadcasting Working Group
2-2 To develop HD program production capability
2-3 To establish a section that produce data broadcasting program
2-4 To develop a training system for producing data broadcasting program
2-5 To develop programming plan of digital broadcasting, including data 

broadcasting, based on the market needs survey 
2-6 To plan and produce program-linked and non-linked data broadcasting
2-7 To develop procurement plan of HD studio systems

Preconditions 

・Digital migration plan is not excluded from the 
national development plan.
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